
ボリビア多民族国

道路防災及び橋梁維持管理

キャパシティ・ディベロップメント

プロジェクト

終了時評価調査報告書

平成24年1月

（2012年）

独立行政法人国際協力機構

経済基盤開発部

基 盤

J R

12-029





序     文 
 

 独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ボリビア多民族国からの要請を受け、道路災害が頻発

するボリビア多民族国において、災害の緩和・予防を実現するため、道路防災及び橋梁維持管理

に関する業務体制の整備、技術力向上を目的として 2009 年 3 月から技術協力「道路防災及び橋梁

維持管理キャパシティ・ディベロップメントプロジェクト」を実施しています。 

 独立行政法人国際協力機構は 2011 年 10 月 29 日から 11 月 19 日まで終了時評価調査団をボリビ

ア多民族国に派遣し、ボリビア多民族国側と合同で本プロジェクトの活動実績、成果を把握する

とともに、今後の活動方針に関する協議を行いました。本報告書はこれら一連の調査の結果を取

りまとめたものです。 

 今回の調査の結果が本プロジェクトの目標達成に役立つとともに、今後の技術協力事業を効率

的かつ効果的に実施するための参考として広く活用されることを期待します。 

 ここに、本調査にご協力、ご支援くださった関係各位に心からの感謝の意を表しますとともに、

残りの期間のプロジェクトの実施・運営にあたり引き続きご指導・ご協力いただけますようお願

い申し上げます。 
 
 平成 24 年 1 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
経済基盤開発部長 小西 淳文 
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現地調査写真 
 

現地調査写真① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ボリビア山岳部の国道 斜面防災工事施工箇所 

（3 号線ラパス県） （ロックアンカー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合同調整員会（JCC）でのミニッツ署名 合同評価委員会での協議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共事業省運輸次官へのインタビュー アンデス開発公社（CAF）でのインタビュー 

 



現地調査写真② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ボリビア道路管理局（ABC） ABC コチャバンバ県事務所でのインタビュー 

中央東部地域事務所でのインタビュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
自記雨量計設置状況の確認 橋梁パイロット工事予定地視察 

（7 号線サンタクルス県） （7 号線サンタクルス県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋梁パイロット工事予定地視察 地滑り迂回工事視察 

（7 号線コチャバンバ県） （7 号線サンタクルス県） 



略 語 表 
 

略語 正 式 名 称 和 訳 
ABC Adminsitradora Boliviana de Carreteras ボリビア道路管理局 
BID Banco Intermericano de Desarrollo 米州開発銀行 
BMS Bridge Management System 橋梁管理システム（一般名称） 
CAF Corporación Andina de Fomento アンデス開発公社 

CD Capacity Development 
キャパシティ・ディベロップメント 
（能力開発） 

EU European Union ヨーロッパ連合 
JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 
M/M Man Month 従事人・月 
OJT On-the-Job Training 実地訓練 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリックス 
（プロジェクトの要約を示した概要表） 

PO Plan of Operation プロジェクト活動計画表 
R/D Record of Discussions 討議議事録 
SGP Sistema de Gestión de Puentes 橋梁管理システム（固有名詞） 
UPD Unidad de Prevención de Desastres  道路防災室 
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終了時評価結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ボリビア多民族国 
案件名：道路防災及び橋梁維持管理キャパシティ・

ディベロップメントプロジェクト 
分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：JICA 経済基盤開発部運輸交

通・情報通信グループ運輸交

通・情報通信第三課 
協力金額（評価時点）：4 億 4,763 万 9,000 円 

協力期間 
（R/D）2009 年 3 月 2 日～ 

2012 年 3 月 30 日 

先方関係機関： 
実施機関：ボリビア道路管理局（ABC） 
監督機関：公共事業省運輸次官室 

業務実施受託会社：地球システム科学株式会社・セ

ントラルコンサルタンツ株式会

社・共同企業体 
関連事業： 

JICA 開発調査「主要国道道路災害予防調査」

2005 年 10 月～2007 年 10 月 
JICA 無償資金協力「国道 7 号線道路防災対策計

画準備調査」2011 年 10 月～2012 年 12 月（予定） 
１－１ 協力の背景と概要 

ボリビア多民族国（以下、「ボリビア」と記す）内の道路総延長は 6 万㎞に及ぶが、舗装率は

国道で 30%以下、地方道路に至っては 1%に満たず、維持管理も十分でないことから、道路は

劣悪な状況にある。さらに、山岳国家であるボリビアは、気象や地形など自然条件が厳しく、

11 月から 3 月までの雨期には大規模な斜面崩壊や落石、橋梁の流出などが頻繁に発生し大きな

損害が発生しているが、応急処置を施した道路もその復旧技術が不十分であるため、同一箇所

で同様な被害が繰り返し発生している。 
このような状況の下、ボリビアの道路防災の抜本的な改善を促すため、JICA は 2005 年から

2007 年にかけて開発調査「主要国道道路災害予防調査」を実施した。このなかでは「キャパシ

ティ・ディベロップメント（Capacity Development：CD）計画」と称して、今後同国が取り組む

べき課題、とりわけ予防防災に向けた各種施策が整理され、そのために必要な組織体制の整備

が提案された。この提案を受けてボリビアは、国道の管理機関である道路管理局（Adminsitradora 
Boliviana de Carreteras：ABC）内に道路防災室（Unidad de Prevención de Desastres：UPD）を設

置して、日本に対して自立発展的な道路防災と橋梁維持管理の能力向上のために、更なる技術

協力を要請した。 
この要請を受け、JICA は ABC をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、技術協

力プロジェクト「道路防災及び橋梁維持管理キャパシティ・ディベロップメントプロジェクト」

を 2009 年 3 月から 2012 年 3 月までの 3 年間の予定で実施している。 
１－２ 協力内容1 

本プロジェクトは上位目標である「国道が恒常的に通行可能となる」ことを実現するため、

ABC の道路防災と橋梁維持管理に関する業務体制を改善し、その技術を向上させるための協力

を行うものである。 
                                                        
1 2011 年 2 月の合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で改訂・承認された PDM 4.0 による。 



ii 

(1) 上位目標 
国道が恒常的に通行可能になる。 

 
(2) プロジェクト目標 

ABC の道路防災及び橋梁維持管理能力が向上する。 
 

(3) アウトプット 
1 道路防災室（UPD）の活動方針が確立される。 
2 道路防災業務体制が整備される。 
3 ABC 内の道路防災管理能力が向上する。 
4 橋梁維持管理体制が整備される。 
5 橋梁維持管理能力が向上する。 

 
(4) 投入（評価時点実績累計） 

日本側： 
総投入額 4 億 4,763 万 9,000 円 
専門家派遣延べ 13 名、本邦研修員受入延べ 12 名、機材供与 1,172 万 4,000 円2、ロー

カルコスト負担 40 万 7,100 米ドル（2011 年 10 月までの実績累計） 
ボリビア側： 

専門家執務室、カウンターパート配置 8 名3、ローカルコスト 145 万 2,680 米ドル（2011
年 10 月までの実績累計） 

２．評価調査団の概要 

総 括 荒津 有紀 JICA 経済基盤開発部 次長兼運輸交通・情報通信グループ長 
協力企画 島田 亜弥 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信グループ 運輸交通・

情報通信第三課 
評価分析 長田 博見 アイ・シー・ネット㈱ シニアコンサルタント 
調査期間 2011 年 10 月 30 日～11 月 17 日 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) プロジェクト目標の達成度 
・ プロジェクト目標「ABC の道路防災及び橋梁維持管理能力が向上する」は、制度、組

織、個人の各レベルで UPD を中核として、ABC の総合的な能力開発をめざしている。

評価時点では、能力開発のための UPD の制度基盤は構築されつつあり、組織レベルの

技術ツールは投入され、研修、セミナーなどの技術移転のための活動を通じて、UPD
と地方事務所の ABC 職員個々人の技術力は向上している。 

・ これらのアウトプットを通じて、ABC 内部に予防防災という技術概念が定着し、今後

この考えに基づいて事業を実施していくための技術的基盤が構築されつつある。この

ように、プロジェクト目標は、本来めざしていた道筋に沿って達成の途上にあるとい

える。 
・ 他方で、主に外部条件（ABC の組織改革とその進捗の遅れなど）による活動の停滞に

よって、各レベルの能力開発に向けたアウトプットの達成が遅れ、その結果プロジェ

                                                        
2 2011 年 11 月 JICA 換算レート: 1 ボリビアーノス＝11.037 日本円、1US$= 75.84 日本円で換算 
3 プロジェクトダイレクター、プロジェクトフォローアップ責任者、プロジェクトマネジャー、UPD 室長、橋梁点検・道路設

計・地質・水理の各担当官の計 8 名。 
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クト目標は一部未達成になる見込みである。 
 

プロジェクト目標の達成度を制度、組織、個人各レベルに分けて示すと以下のようにな

る。 
 

1) 能力向上のための制度の整備 
・ UPD の活動方針と活動計画はほぼ確立され、道路防災と橋梁維持管理の業務を UPD

が行うための制度的基盤は整いつつある。その結果、UPD の活動予算が確保される

とともに、ABC 他部門との技術的協働を行えるようになっている（指標 1）。 
 

2) 組織レベルの技術的基盤の整備 
・ 道路防災情報データベース・システム、橋梁工事竣工図データマップ、各種マニュ

アル・ガイド類が完成し、UPD を中心に ABC が道路防災と橋梁維持管理業務を行

うための、組織レベルでの基盤が整った（指標 2、3、4、5）。 
 

3) 個人レベルの能力開発 
・ 研修、セミナー、実地訓練（On-the-Job Training：OJT）、通常業務での技術支援、技

術手帳の発行を通じて、道路防災ユニット（UPD）とラパス、サンタクルス、コチ

ャバンバ、タリハの 4 県の ABC 事務所職員の技術力は向上しつつある（指標 7）。 
 

未達成の課題は以下のとおり。 
 

1) 制度の整備 
・ 道路防災、橋梁維持管理の技術者研修での修了認定（指標 6） 

 
2) 組織レベルの技術的基盤の整備 
・ 道路防災、橋梁維持管理の道路防災情報データベース・システムの運用（指標 3 の

一部） 
 

3) 個人レベルの能力開発 
・ 4 つのパイロット工事での OJT 実施（指標 8） 
・ パイロット工事の結果を活用した研修の実施（指標 7 の一部） 

 
(2) アウトプットの達成度 

以下に示すように、5 つのアウトプットのうち、アウトプット 4 以外はいずれも達成途

上にあるものの、プロジェクト期間内には完了できない見込み。 
 

1) アウトプット 1 「UPD の活動方針の確立」  
・ UPD 活動方針と事業計画が策定され、UPD が道路防災、橋梁維持管理に関する活動

を行うための組織の基本的な方針と具体的な活動を明確に示すことができた。 
 

2) アウトプット 2 「道路防災業務体制の整備」 
・ 道路防災情報データベース・システムの整備により、ABC 本部で情報が集中管理で

きる体制が整いつつある。 
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・ 各種マニュアル・ガイド類が完成したため、ABC 内部での技術普及のための知的資

産が整った。 
・ 道路防災情報データベース・システムのうち、災害台帳と斜面リスクシステムの 2

つのモジュールについては、それらの運用のための実習が完了せず、災害情報の記

録と斜面リスク地点の選定・評価に必要な能力向上は十分に達成されない見込み。 
 

3) アウトプット 3 「A BC 内の道路防災に関する技術の向上」 
・ 研修、セミナー、OJT、通常業務での技術支援、技術手帳の発行を通じて、UPD と

4 県の ABC 事務所職員の技術力は向上しつつある。例えば、①UPD の道路防災に関

する知識、技術が向上し、地方本部や県事務所での研修で講師を務めるまでになっ

た、②地方本部や県事務所での研修後のアンケート調査によれば、研修内容を理解

していると回答した受講者は全体で 180 名中 149 名（83%）と高い。 
・ ABC の内部の研修受講者の認定制度として、道路防災管理技術者資格制度の骨子が

作成され、研修を通じて、ABC 職員の技術力強化のモチベーション向上に向けた仕

組みの基礎ができた。 
・ 道路防災分野の 2 つのパイロット工事の準備開始が遅れたため、OJT はプロジェク

ト期間内に完了することはできない。 
・ 道路防災管理技術者の研修修了認定はプロジェクト期間内には未達成の見込み。 
・ 研修、セミナー、OJT について、パイロット工事完了後に行う必要のあるものが未

実施となる見込み。 
 

4) アウトプット 4 「橋梁維持管理体制の整備」 
・ 各種マニュアル・ガイド類が完成したため、ABC 内部での技術普及のための知的資

産が整った。 
・ 橋梁工事竣工図データマップが完成し、全国で約 800 の橋梁の維持管理を継続する

ための情報ツールが整った。 
 

5) アウトプット 5 「橋梁維持管理能力の向上」 
・ 研修、セミナー、OJT、通常業務での技術支援、技術手帳の発行を通じて、UPD と

4 県の ABC 事務所職員の技術は向上しつつある。例えば、①UPD の橋梁維持管理に

関する知識、技術が向上し、地方本部や県事務所での研修で講師を務めるまでにな

った、②地方本部や県事務所での研修後のアンケート調査によれば、研修内容を理

解していると回答した受講者は全体で 90 名中 81 名（90%）と高い。 
・ ABC の内部の研修受講者の認定制度として、橋梁維持管理技術者資格制度の骨子が

作成され、ABC 職員の技術力強化のモチベーション向上に向けた仕組みの基礎がで

きた。 
・ 橋梁維持管理分野の 2 つのパイロット工事の準備開始が遅れたため、パイロット工

事と並行して実施予定の OJT はプロジェクト期間内に完了することはできない。 
・ 橋梁維持管理技術者の研修修了認定はプロジェクト期間内には未達成の見込み。 
・ 研修、セミナー、OJT について、パイロット工事完了後に行う必要のあるものが未

実施となる見込み。 
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３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
以下に示すような点で、妥当性は非常に高い。 
 

1) ボリビア国家開発計画との合致 
・ 「ボリビア国家開発計画 2006-2011」のなかで、4 つの開発の柱4のうち「生産力向

上」の柱、さらにそのなかの生産性･競争力強化という政策課題のなかで、流通等の

インフラ整備を支援するものとして、本プロジェクトは 2009 年に開始された。プロ

ジェクト開始以来、ボリビア政府の国家開発政策は継続しており、本プロジェクト

との合致度の高さに変化はない。 
 

2) 公共事業省の開発政策との合致 
・ 公共事業省運輸次官室では、「社会経済開発 2012-2017」 の運輸部門の政策を策定中。

このなかでは、他の交通手段5の輸送力も強化するが、国道の整備を進める方針は継

続する見込み。運輸次官によれば、本プロジェクトは現政策の一部と認識されてお

り、その重要性は非常に高い。 
 

3) ABC のニーズとの合致 
・ ABC は 2009 年 12 月から地方への業務分散化を中軸とする組織改革を進めており、

現在もその途上にある。この改革では 3 つの地方本部の権限と責任が増大し、技術

的問題の解決能力の強化が求められている。本プロジェクトはこの組織改革の流れ

に沿って、地方本部の技術力強化を支援している。 
 

4) 日本のボリビアに対する援助政策との合致 
・ 日本の外務省の「対ボリビア国別援助計画 2009」において、ボリビアに対する 2 つ

の支援の柱のうちの 1 つ、「生産力向上」のなかで、「経済インフラ整備」を支援す

ることとしている。 
・ JICA は運輸交通網整備分野を重視しており、本プロジェクトは、この分野における

プロジェクトのひとつに位置づけられている。 
 

5) プロジェクトの計画の妥当性 
・ アンデス開発公社（Corporación Andina de Fomento：CAF）や米州開発銀行（Banco 

Intermericano de Desarrollo：BID）などのドナーが主に有償資金協力で道路建設を支

援するなかで、本プロジェクトは、ABC がそれらの道路建設事業を実施するために

必要な、工事や設計の監督のための技術力の強化を支援し、適切な補完関係を確保

している。 
 

(2) 有効性 
プロジェクト目標は本来の道筋に沿って達成の途上にあるという意味で、プロジェクト

目標の達成の質は高いといえるが、一部が未達成となる見込みであるほか、PDM の指標の

設定に一部改善すべき課題を残している。 

                                                        
4 ①生産力向上、②人として尊厳のある生活の回復、③国際関係における尊厳の回復、④民主主義 
5 道路のほかに、水運、鉄道、航空など。 
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・ 能力向上のための UPD の制度基盤は構築されつつあり、組織レベルの技術ツールは投

入され、研修、セミナーなどの技術移転のための活動を通じて、UPD と地方事務所の

ABC 職員個々人の技術力は向上している。これらのアウトプットを通じて、ABC 内部

に予防防災という技術概念が定着し、今後この考えに基づいて事業を実施していく技

術的基盤が構築されつつある。このように、プロジェクト目標は、本来めざしていた

道筋に沿って達成の途上にあるといえる。 
・ 他方で、主に外部条件（ABC の組織改革とその進捗の遅れなど）による活動の停滞に

よって、制度・組織・個人の各レベルでの能力開発をめざすアウトプットの達成（ア

ウトプット 1、2、3、5）が遅れ、その結果プロジェクト目標は一部未達成になる見込

みである。 
・ プロジェクト目標の 8 つの指標と 5 つのアウトプットの指標は、それぞれアウトプッ

トレベルの課題を 8 つと 5 つに再編成した、同質のもの（言い換え）になっている。

プロジェクト目標と 5 つのアウトプットとの間の因果関係に問題はないが、プロジェ

クト目標の指標はアウトプットの達成によりもたらされる、個人や組織の行動変容や

業績の変化（アウトカム）を示す指標を設定すべきであった。指標には目標値の設定

も必要であった。 
 

(3) 効率性 
投入の質は高く、予定どおりに完了するにもかかわらず、活動は完了せず、成果の一部

が達成されないという事実から、効率性には一部課題を残すこととなった。 
・ 日本人専門家、機材、日本での研修などの主な投入は予定どおり完了している。日本

での研修の質、日本人専門家の技術的な専門性、機材の質、カウンターパートの資質

はいずれも高く、妥当であった。 
・ プロジェクトで移転された技術は活用され、組織としての業績を上げつつあり、アウ

トカムを生み出している。 
・ 他方で、5 つのアウトプットのうち、アウトプット 4 以外はいずれも達成途上にある

ものの、プロジェクト期間内には完了できない見込み。理由は、ABC の組織改革の影

響により、プロジェクトの活動が一部停滞したことと、カウンターパート 5 名のうち

1 名が 2011 年 5 月に退職したまま未補充になっていること。 
・ 日本人専門家の専門性と投入量は、カウンターパートの能力開発をシステマチックに

実施するには不十分だったため、技術移転のモニタリングが十分に行われていない面

がある6。 
 

(4) インパクト 
インパクトは非常に大きい。プロジェクトによるインパクトが既に以下のように確認さ

れており、上位目標は達成の途上にあると考えられる。当初から予測していなかったとお

り、負のインパクトは認識されていない。今後は事後評価のベースラインとなる、上位目

標を定量的に計測するための指標データ7を収集することが必要。 
 
 
  

                                                        
6 プロジェクトのモニタリングは主に日本人専門家の活動の進捗を管理してきたが、カウンターパートの理解度・行動の変化

や UPD や ABC の業績の変化を捕捉するモニタリングは十分に行われていたとはいえない。 
7 幹線道路の道路閉鎖箇所数、期間の変化を捕捉するデータ 
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プロジェクトによる 
一次的なインパクト 

プロジェクトとの因果関係 
期待される 

二次的なインパクト 

1) 国庫予算による国道 1
号線 TJ03 区間（タリハ

県）道路保全工事 

・タリハ～ベルメホ間のリス

ク地点の工事内容について、

UPD や専門家チームの意見

を取り入れた。 

・この工事が完成すれば、こ

の区間の道路閉鎖は減少す

る。 

2) 国庫予算による国道 4
号線コチャバンバ側道

路修復安定化工事 

・コラニ～ビーリャ・トゥナリ

間のリスク地点の対策工（地

滑り、橋梁洗掘）について、

UPD や専門家チームの支援

を受けた。 

・この工事が完成すれば、こ

の区間の道路閉鎖は減少す

る。 

3) ア ン デ ス 開 発 公 社

（Corporación Andina de 
Fomento：CAF）災害復

旧資金によるサンタク

ルス県での 7 号線改良

工事 

・プロジェクトの提言と助言

を活用し、地滑り地帯、土石

流地帯を迂回するルートを

計画した（現在工事中）。 

・この工事が完成すれば、こ

の区間での道路閉鎖は完全

になくなる。 

4) JICA 無償資金協力事業

によるサンタクルス県

での 7 号線斜面防災工

事 

・プロジェクトで行った、斜面

リスク診断に基づき、UPD
が工事箇所を選定し、日本政

府に資金協力を要請した（現

在、協力準備調査実施中）。 

・この工事が完成すれば、こ

の区間での道路閉鎖は飛躍

的に減少する。 

5) 4 号線サンタクルス県イ

チロー川付近での事前

通行止めの実施 

・プロジェクトで作成したマ

ニュアルと雨量観測ネット

ワークを使って、災害を予知

し、2011 年 2 月と 10 月に、

ABC として初めて事前通行

止めを実施した。 

・他の地区に、この対処方法

を拡大することにより、道

路災害が減少する。 

6) 国家気象水文サービス

（SENAMHI）との雨量

データ相互提供の協定

を準備中 

・プロジェクトの雨量観測ネ

ットワークを使って得られ

た雨量データを SENAMI に

提供することで、データの相

互提供が可能になった。 

・SENAMI が提供する全国雨

量データを活用して、ABC
の工事でより適切な施工監

理が可能になる。 
・SENAMI のデータを ABC

の事前通行止めや道路防災

工事の設計に活用すること

が可能になる。 

7) ABC コチャバンバ県事

務所とサンシモン大学

水理研究所との河川浸

食、洗掘に関する共同研

究の協定の締結（2011
年 10 月） 

・プロジェクトで行った道路

防災、橋梁維持管理に関する

地方研修や通常業務による

技術支援を通して、予防防災

の重要性を、ABC コチャバ

ンバ県事務所の技術者が深

く認識し、より高いインパク

トが期待できる方策を準備

した。 

・大学の研究所と河川浸食、

洗掘のメカニズムを共同研

究することにより、道路防

災、橋梁維持管理に関する

効果的な対策が実施可能と

なる。 
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(5) 持続性 
1) 組織・制度面 
・ プロジェクトのアウトプットにより、UPD の ABC 内部での制度基盤が確立されつ

つあり、制度面での持続性は高い。 
・ 今後、ABC の組織改革により、地方への業務分散化が進むことが想定されるため、

UPD は中央で全国の道路防災情報を集中管理しつつ、地方本部と県事務所を技術的

に支援する役割を担うという、UPD の ABC 内部での重要性がより高まりつつある。

したがって、本プロジェクトを通じて UPD に蓄積された知識、技術が今後の ABC
の道路防災と橋梁維持管理業務に活用される見込みは高い。 
 

2) 人材面 
・ 人材の流動は比較的少なく安定しているほか、質の高い人材を確保する仕組みが構

築されつつあり、人材面の持続性は比較的高い。 
・ これまで、UPD の人材は室長 1 名の退職があったが、他の 4 名のメンバーの異動は

なく安定している。今後はプロジェクト終了後も技術移転を受けた 4 名の UPD 職員

を中心に ABC の道路防災と橋梁維持管理業務が遂行されると考えられる。 
・ 今後、プロジェクトで着手した研修修了認定が実施されることで、組織内の人事異

動にかかわらず、適切な専門能力をもった人材を UPD に確保することが容易になる

と期待される。 
・ 他方で、人材の雇用を保証する制度が実質的に機能していない8という点は、今後

ABC が取り組むべき課題である。 
 

3) 財務面 
・ UPD の ABC 内部での制度基盤が確立されつつあることにより、UPD 固有の予算は

プロジェクト開始以降、安定して確保されてきている。 
・ ABC は災害復旧よりも、予防防災工事により多くの予算を配分しつつあるため、プ

ロジェクトの効果を持続するための財務的持続性は高いといえる。 
 

4) 技術面 
・ UPD 職員は、プロジェクトを通じて技術力を高め、今後 ABC 全体に道路防災と橋

梁維持管理の技術を普及するために、中核的な人材となるべき技術力が備わった。 
・ 道路防災データベース・システム、橋梁工事竣工図データマップ、各種マニュアル・

ガイド類などの技術ツールが完成する見込みであり、UPD を中核にして ABC が道

路防災と橋梁維持管理業務を行うために、組織レベルでの知的資産と技術インフラ

が整いつつある。 
・ このように、プロジェクトの効果を持続する仕組みづくりが完成しつつあるため、

技術面の持続性は高いといえる。 
 
３－３ 効果発現に寄与した要因 

(1) 計画内容に関すること 
・ R/D で合意された事項の実現：UPD の常勤職員 5 名をプロジェクトの専任カウンター

                                                        
8 ABC はその前身の国家道路サービス（SNC）時代の 2000 年に制度改革戦略（PLAN ESTRATÉGICO DE REFORMA 

INSTITUCIONAL：PERI）を進め、人材雇用の保全をめざした制度を策定したものの、政治的な人材雇用や解雇が引き続き

実在しており、その制度は実質的に機能していないことが、他ドナーへのインタビューで確認されている。 
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パートとして配置することがプロジェクト開始の要件として合意されており、この事

項が実現されるのを待って、プロジェクトを開始した。これにより、プロジェクト開

始当初から日本人専門家とカウンターパートの協働体制が確保された。 
・ PDM の修正：プロジェクト開始以降、調査結果やカウンターパートのニーズに基づき、

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を 3 回にわた

り修正した。これにより、現状により即したアウトプットの設定と活動が可能になっ

た。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
・ 合同調整委員会の活用：トップダウンの傾向が強い ABC の意思決定メカニズムに合わ

せ、日本人専門家が、プロジェクトダイレクターである ABC 総裁との情報交換を緊密

に図るとともに、合同調整委員会（JCC）を頻繁9に行い、プロジェクト運営に関する

情報共有を、すべての関係者間で十分に共有できるように努めた。その結果、関係者

間での意思疎通がスムーズになったほか、関係者相互の信頼関係の構築が促進された。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
・ PDM 指標の曖昧さ：3 回の改訂を経て作成された PDM4 では、プロジェクト目標の 8

つの指標と 5 つのアウトプットの指標は、それぞれアウトプットレベルの課題を 8 つ

と 5 つに再編成した同質のもの（言い換え）になっており、プロジェクト目標の内容

がアウトプットと実質的に同じになっているほか、達成目標の数値が示されていない。

このため、プロジェクト目標として達成すべきアウトカム（個人や組織の行動変容や

業績の変化）が不明確になっている。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
・ ABC の組織改革：2009 年 12 月ごろから ABC は地方拠点への業務分散化を軸とする 

組織改革に着手し、現在もその途上にある。この改革により、プロジェクトの活動が

遅延し、アウトプット 1、2、3、5 のそれぞれ一部の達成ができなくなることとなった。 
・ UPD 室長の退職：2005 年 5 月以来、このポストの人員の補充がされていない。特に、

アウトプット 1、3、5 で、上層部との対話を図りながら制度設計を進めるうえで、活

動の減速要因となった。 
・ JICA 技術協力プロジェクトについてのボリビア側の理解：プロジェクト開始当初、

JICA の技術協力プロジェクトの実施方法や日本人専門家とカウンターパートの役割

について、ABC の理解が必ずしも十分ではなかった。彼らは、すべての活動は専門家 
チームが実施し、UPD メンバーは専門家チームの活動を監視する立場にあると考えて 
いたため、専門家からカウンターパートへの技術移転ができない状況であった10。JCC
でこの問題が取り上げられ、日本側メンバーが ABC 上層部と UPD メンバーに対し説

明を行うとともに、JICA ボリビア事務所の担当者も、事例を交えて JICA 技術協力プ

ロジェクトの理念を説明した。その結果、ABC 上層部と UPD の理解を得ることがで

き、問題は解決された。 
 

                                                        
9 この終了時評価での JCC を含め、これまで 7 回実施 
10 ボリビアの政府機関では、ドナーの資金協力により雇用されたコンサルタントが職員の下で技術スタッフとして働くケース

が多いため、本プロジェクトの専門家はこれと同じケースと誤解されていた。 
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３－５ 結 論 

・ 本プロジェクトは、ボリビアにおける「道路防災」の概念の定着に寄与した。ボリビア

は道路災害の発生件数が多く、道路整備の予算が限られる一方で、運輸交通手段として

道路への依存度が高いことから、道路防災のニーズが高いため、本プロジェクトの高い

妥当性や意義が、ボリビア側関係者に認められつつある。これは、プロジェクト開始後

の道路防災予算の増加と緊急対策経費の減少という ABC の予算配分の傾向からも明ら

かである。 
・ プロジェクト実施中はパイロット工事の予算（約 200 万 US ドル）を確保するなどの ABC

の高いコミットメントにより、道路防災と橋梁維持管理に必要な能力向上に向けた活動

が積極的に展開された。ABC の組織改革などの外部条件に起因する活動の遅れがみられ

るものの、投入の進捗は当初計画どおりであり、効率性に課題が残ることは否めないが、

既述のとおり ABC 内部に道路防災の概念が深く定着し、今後この概念に基づいて事業を

実施していく基盤が構築されつつあることから、プロジェクト目標は達成の途上にある

といえる。 
・ ABC は、複数の道路防災対策工事や活動、他機関との連携に着手し始めており、インパ

クトは既に発現しているといえる。今後、プロジェクトのアウトプットを基に ABC の自

助努力が継続し、将来的に上位目標が達成される見込みは高い。 
・ プロジェクト終了までに完了しない見込みの高い活動のうち追加の投入により当初想定

していたアウトプットの達成が期待できる活動については、プロジェクト期間を延長し

対応するのが望ましい。 
 
３－６ 提 言 

(1) プロジェクトに対する提言 
① PDM の上位目標の指標「幹線道路の道路閉鎖箇所数と期間が減じられる」に関し、プ

ロジェクト終了 3～5 年後をめどに実施される事後評価において、達成状況の把握を可

能にするため、事後評価のベースラインとなるデータの収集を早期に開始すること。 
② PDM のプロジェクト目標の指標が、5 つのアウトプットとその指標の言い換えになっ

ている。プロジェクト終了時におけるプロジェクト目標の達成度を適切に測るため、

また事後評価時にプロジェクト目標の持続状況を把握するため、プロジェクト目標の

指標を本プロジェクトがめざすキャパシティ・ディベロップメント（CD）の達成状況

をより正確に把握できる指標（アウトカムを示す指標）に修正すること。 
③ 終了時評価において、全国 19 カ所に設置された自記雨量計の一部の維持管理が不十分

であることが分かった11。適切で確実な運用に向け、プロジェクト終了までの期間で

各自記雨量計の管理責任者を決定し、管理体制を構築すること。 
④ プロジェクトで作成した道路防災と橋梁維持管理のマニュアル・ガイド（全 10 種）の

地方事務所への配布がいまだ十分に行われていない。可能な限り早期にマニュアル・

ガイドの内容を確定12し、地方事務所への配布を進めること。その際、地方事務所で

実施した研修で参加者の理解度が低かった内容については、より理解度を高めるため

の工夫や、地方事務所の業務への活用を促進するための工夫を施すこと。さらに、今

後プロジェクト終了までの期間に製本予定の道路防災技術手帳、橋梁維持管理技術手

帳についても同様の工夫を施すこと。 

                                                        
11 終了時評価調査団が視察したコチャバンバ県 Lima Tambo 地点の自記雨量計は、適切な運用に必要な定期的な清掃が行われ

ておらず、データの記録が成されていない状態であった。 
12 UPD カウンターパートによれば、マニュアルを UPD 内部でレビューしているためであるとのこと 
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(2) ABC に対する提言 
① ABC の組織改革の動きが継続していることから、組織体制が確定した時点で必要に応

じ、UPD の活動指針と事業計画案の改定を行うこと。 
② ABC は、本プロジェクトで整備された防災情報データベース・システムやマニュア

ル・ガイド類などを活用し、地方本部や県事務所に対する技術普及や能力強化のため

の取り組みを可能な限り早期に開始すること。 
③ 「(1) プロジェクトに対する提言」で言及した自記雨量計について、ABC はプロジェ

クト終了までの期間で構築される管理体制に基づき、プロジェクト終了後の維持管理

を徹底すること。あわせて、プロジェクトで投入した他の資機材についても確実に維

持管理し、ABC の道路防災及び橋梁維持管理業務に有効活用すること。 
 

(3) JICA に対する提言 
プロジェクト終了までに完了しない見込みの高い活動のうち、追加の投入により当初想

定していたアウトプットの達成が期待できる活動（PDM の活動 2-1「防災情報の更新とシ

ステム運営を行う」、活動 2-2「雨量情報の収集、地滑り観測機器の設置/運営を行う」、活

動 3-2「室内研修を実施する」、活動 3-3「UPD が担当する工事において OJT を実施する」、

活動 5-2「室内研修を実施する」、活動 5-3「UPD が担当する工事において OJT を実施する」）

については、プロジェクト期間の延長による対応を検討すること。 
 
３－７ 教 訓 

① プロジェクト開始約 1 年後に正式決定された ABC 組織改革は、地方への業務分散化と

いう、業務管理のうえでの合理性に則ったものであり、ABC の事業実施体制の強化に

必要なポジティブな動きである。一方で、組織改革の進捗が本プロジェクトの活動の

進捗に負の影響を及ぼしたことも事実であり、これに対し JCC でより適切なマネジメ

ント上の対応を取る余地がなかったとはいえない。カウンターパート機関の組織改革

といったプロジェクトの実施、進捗に重大な影響を及ぼす可能性のある外部要因につ

いては、JCC において関係者でその状況を随時把握し、それに基づき事業の実施体制

や活動計画を見直し、必要に応じて柔軟に修正する必要がある。 
② プロジェクト開始後約 1 年間は、技術協力プロジェクトの制度やカウンターパートと

日本人専門家の役割についての UPD の理解が十分ではなかったため、UPD と専門家

との間で認識の食い違いが生じたことがあった。JICA の技術協力プロジェクトは他ド

ナーの協力と比較しても独特のスキームであるため、事業開始時、またその後も必要

に応じプロジェクトや JICA からホスト国実施機関に対してスキームの説明を行い、

認識の共有、カウンターパートのコミットメントの取り付けを図る必要がある。 
③ 本プロジェクトでは、前項のような経緯もあったことから、事業開始 2 年目からはカ

ウンターパート機関と専門家との間で頻繁に情報交換や JCC を実施したことが、両者

の良好な関係構築や密なコミュニケーションに寄与した。カウンターパート機関をは

じめとするホスト国関係機関との良好なコミュニケーション確保、積極的なコミット

メント取り付けのためには、定期的な（四半期に 1 回程度）JCC の開催、日常的な協

議の実施は有効な手段のひとつであるといえる。 
④ 本プロジェクトは、案件名にもあるとおりカウンターパート機関のキャパシティ・デ

ィベロップメントをめざして実施されている。しかしカウンターパートの能力向上の

目標値が明確でなく、終了時評価でカウンターパートから指摘があったとおり、専門

家の現地業務従事期間の多くが研修の教材作成や準備に充てられ、能力向上に向けた
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活動が十分でなかったことも事実である。このようなプロジェクトにおいては、まず

関係者間でキャパシティ・ディベロップメントの概念（具体的に何をめざすのか）に

ついての認識を共有したうえで、人材育成プロジェクトとしての枠組みを検討し、そ

の実施に必要な投入13を精査することが重要である。 
 
３－８ フォローアップ状況 

前記の提言(3) に基づき、今後 JICA 内部でプロジェクト期間の延長の是非を検討する予定。 
 

 
 

                                                        
13 例えば技術的な専門性を有する専門家だけでなく、人材育成の知見・経験の豊富な人材の配置 
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終了時評価結果要約表（英文） 
 
Summary of Results of Terminal Evaluation 
 
1. Overview of Project  
Country name: Plurinational State of Bolivia Project Name: The Project for Capacity Development 

of Road Disaster Prevention and Bridge Management 
and Maintenance 

Sector: Transportation Form of Aid: Technical cooperation project 
Department with Jurisdiction: Transportation 
and ICT Division III, Transportation and ICT 
Group, Economic Infrastructure Department, 
JICA 

Aid Amount (at time of evaluation): 

Cooperation 
Period 

(R/D) March 2, 2009 – March 
30, 2012   

Related Organizations in Bolivia:  
 Implementing organization: Administradora 

Boliviana de Carreteras [Bolivian Road 
Administration] (ABC)  

 Supervising organization: Office of the Vice 
Minister of Transport, Ministry of Services and 
Public Works

Company Commissioned with Implementation of 
Operations: Joint venture by Earth System Science 
Co., Ltd. and Central Consultant Inc.
Related Projects: 
 JICA development study: Survey on Prevention 

of Disasters on Major National Highways and 
Roads, October 2005 – October 2007 

 JICA grant aid cooperation: Preparatory Survey 
on Road Disaster Prevention for National Road 
No. 7, October 2011 – December 2012 (tentative) 

1-1 Background and Overview of Cooperation  
Bolivia has 60,000 km of roads, but less than 30% of national highways are paved and less than 1% for 
local roads. Maintenance and management is inadequate, so many of the roads are old and deteriorating. 
Moreover, Bolivia is a mountainous country with a harsh climate and rough terrain, and suffers 
substantial damage from the major landslides, falling rocks and washed-out bridges during its rainy 
season lasting from November through March. However, the technology to restore roads is inadequate 
even when stop-gap measures are taken, resulting in similar and repeated damage in the same area. 
 
Given this situation, JICA carried out the development study titled Survey on Prevention of Disasters on 
Major National Highways and Roads from 2005 through 2007 to encourage drastic improvements in 
disaster prevention on Bolivia’s national roads. As part of this, JICA proposed a Capacity Development 
(CD) plan that lays out the issues that Bolivia should address and the measures that should be taken to 
prevent disasters, and also recommends the establishment of an organizational structure to handle these 
measures. In response to this plan, Bolivia set up the Road Disaster Prevention Unit (UPD) in the 
Administradora Boliviana de Carreteras [Bolivian Road Administration] (ABC) and requested further 
technical cooperation from Japan to improve its capacity to maintain and manage roads and bridges 
independently. 
 
JICA accepted this request and undertook the Project for Capacity Development of Road Disaster 
Prevention and Bridge Management and Maintenance, to run for the three years from March 2009 until 
March 2012, with ABC as the counterpart. The project will improve ABC’s organizations for road 
disaster prevention and bridge maintenance and management and improve its capacity in order to 
achieve the Overall Goal of enabling constant travel on national roads.  
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1-2 Description of Cooperation1 
(1) Overall Goal 

  To enable constant travel on national roads  
(2) Project Purpose 

To improve ABC’s capacity to prevent road disasters and maintain and manage bridges 
(3) Output 

1) Activity policies for the Road Disaster Prevention Unit (Unidad de Prevención de Desastre : 
UPD in Spanish) are established. 

2) A road disaster prevention system is established. 
3) The road disaster prevention management capacity within ABC is improved. 
4) A bridge maintenance and management system is established. 
5) Bridge maintenance and management capacity is improved. 

 
(4) Input (Cumulative total at time of evaluation) 

Japan side: 
 13 experts dispatched, 12 people accepted for training in Japan, 11,724,000 yen worth of 
equipment and materials donated,2 US$407,100 in local costs borne (cumulative total through 
October 2011)  

Bolivian side: 
 Office for experts, assignment of eight counterparts,3 US$ 1,452,680 in local costs (cumulative 
total through October 2011) 

2. Overview of Evaluation Study Team 
General 
management

Yuuki Aratsu Deputy Director General and Group Director for Transportation ICT, 
Economic Infrastructure Department, JICA 

Aid planning Aya Shimada Transportation and ICT Division III, Transportation and ICT Group, 
Economic Infrastructure Department, JICA 

Evaluation 
analysis 

Hiromi Osada Senior Consultant, IC Net Limited 

Study period October 31 – November 16, 2011
3. Overview of Evaluation Results 
3-1. Confirmation of Results  
(1) Extent of Achievement of Project Purpose 

 Project Purpose: The purpose of “improving ABC’s capacity to prevent road disasters and 
maintain and manage bridges” is intended to develop ABC’s comprehensive capacity in respect 
to systems, organizations and individuals, with Unidad de Prevanción de Desastre (UPD) at the 
core. At the time of evaluation, an organization foundation for UPD’s capacity development was 
in the process of being built, technical tools at the organizational level had been introduced, and 
the technical capacity of employees of UPD and ABC’s local offices was improving through 
training, seminars and other activities for technology transfer.  

 The technical concept of disaster prevention is taking hold within ABC as a result of these 
outputs, and a technical foundation for the future implementation of projects based on this 
concept is being developed. As such, the Project Purpose is in the process of being achieved in 
line with the path originally intended.   

 That said, there have been delays in achieving the output for capacity development at all levels 
as a result of delays in carrying out activities due primarily to external factors (ABC’s 
organizational reforms and delays with these reforms). Accordingly, we expect that the Project 
Purpose will not be fully achieved.  

 
The extent to which the Project Purpose has been achieved can be broken down by the system, 
organization and individual levels as follows. 

1) Establishment of systems to improve capacity  
 UPD’s activity policies and activity plans have been nearly completed, and an organizational 

foundation enabling UPD to carry out road disaster prevention and bridge maintenance and 
                                                        
1 According to the PDM 4.0 revised and approved by JCC in February 2011.  
2 JICA’s conversion rate in November 2011: 1 Bolivianos = 11.037 yen, US$ 1.00= 75.84 yen. 
3 Eight people, namely the project director, project follow-up supervisor, project manager, UPD director, bridge inspector, bridge designer, 

geology manager, and hydraulics manager.  
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management operations is being developed. As a result, a budget for UPD activities can now 
be secured, and technical cooperation with other ABC divisions can also be carried out 
(Indicator 1).   

2) Establishment of technical foundation at organizational level  
 A database system for information on road disaster prevention, a data map for bridge work 

completion drawings, and various manuals and guides have been completed, and a foundation 
at the organizational level has been completed, enabling ABC, with UPC at the core, to carry 
out road disaster prevention and bridge maintenance and management work (Indicators 2, 3, 4, 
5).  

3) Capacity development at the individual level  
 The technology of UPD and the local ABC offices in four provinces are improving through 

training, seminars, OJT, technical support in regular operations and the issuance of technical 
guides (Indicator 7).   

 
The issues that have not yet been achieved are as follows: 

1) Establishment of system 
 Certification of completion in road disaster prevention and bridge maintenance and 

management technician training (Indicator 6)   
2) Establishment of technical foundation at the organizational level  

 Operation of a database system of information on road disaster prevention and bridge 
maintenance and management (part of Indicator 3)  

3) Capacity development at the individual level  
 Implementation of OJT in the four pilot construction projects (Indicator 8)  
 Implementation of training utilizing the results of the pilot construction projects (part of 

Indicator 7)  
 
(2) Extent to which output have been achieved 
As described below, all the five outputs, with the exception of Output 4, are on course to being 
achieved, but they are not expected to be achieved during the project period. 

1) Output 1: Establishment of UPD activity policies  
 UPD activity policies and project plans were formulated, and UPD was able to clearly lay out 

the basic policies for its organization and specific activities for its activities related to road 
disaster prevention and bridge maintenance and management.  

2) Output 2: Establishment of system for road disaster maintenance operations 
 A system enabling information to be centrally managed at the ABC head office is being 

developed, thanks to the completion of the database system for road disaster prevention 
information.  

 Since various manuals and guides have been completed, the intellectual assets needed to 
spread the technology within ABC are now available. 

 Practice in the use of two of the modules comprising the database system for road disaster 
prevention information—the disaster ledger and slope risk system—has not yet been 
completed, and the capacities for recording disaster information and selecting and assessing 
slope risk sites are not expected to be improved adequately.     

3) Output 3: Improvements in technology related to road disaster prevention within ABC  
 The technical strengths of employees at UPD and ABC offices in four prefectures are 

improving through training, seminars, OJT, technical support in regular operations and the 
issuance of technical guides. For example,   

 UPD’s knowledge and technology regarding road disaster prevention has improved to the 
point that UPD employees have even served as instructors in training held at local offices 
and prefectural offices.  

 According to a questionnaire given after training at local offices and prefectural offices, a 
substantial 149 of the 180 participants (about 83%) responded that they understood the 
training material.  

 A version of the main aspects of the road disaster prevention management technician 
certification system was prepared as a program for certifying ABC’s internal training 
participants. This laid the groundwork for a mechanism that would improve ABC employees’ 
motivation to strengthen their technical skills through training.  
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 OJT could not be completed during the project period due to delays in the start of preparations 
for the two pilot construction projects in the road disaster prevention area.  

 The training completion certification for road disaster prevention management technicians is 
not expected to be completed during the project period.  

 The training, seminars and OJT that need to be held after the pilot construction projects are 
complete are not expected to be held.  

4) Output 4: Establishment of bridge management and maintenance system  
 Since various manuals and guides have been completed, the intellectual assets needed to 

spread the technology within ABC are now available. 
 Data maps for bridge work completion drawings were completed and information tools needed 

to continue maintenance and management for approximately 800 bridges across the country 
were completed.  

5) Output 5: Improvements in bridge management and maintenance capacity  
 The technical strengths of employees at UPD and ABC offices in four prefectures are 

improving through training, seminars, OJT, technical support in regular operations and the 
issuance of technical guides. For example,  

 UPD’s knowledge and technology regarding bridge maintenance and management has 
improved to the point that UPD employees have even served as instructors in training held 
at local offices and prefectural offices.  

 According to a questionnaire given after training at local offices and prefectural offices, a 
substantial 81 of the 90 participants (about 90%) responded that they understood the 
training material. 

 A version of the main aspects of the bridge maintenance and management technician 
certification system was prepared as a program for certifying ABC’s internal training 
participants. This laid the groundwork for a mechanism that would improve ABC employees’ 
motivation to strengthen their technical skills through training.  

 The OJT that was intended to be conducted in parallel with the pilot construction projects 
could not be completed during the project period due to delays in the start of preparations for 
the two pilot construction projects in the bridge maintenance and management area.  

 The training completion certification for bridge maintenance and management technicians is 
not expected to be completed during the project period.  

 The training, seminars and OJT that need to be held after the pilot construction projects are 
complete are not expected to be held.  

 
3-2.  Summary of Evaluation Results  
(1) Relevance 
Relevance was extremely high in the following respects: 

1) Consistency with Bolivia’s National Development Plan 2006-2011  
 This project was started in 2009 to support distribution and other infrastructure development, 

part of the policy to strengthen productivity and competitiveness, which in turn represented 
“productivity enhancements,” one of the four development pillars4 in Bolivia’s National 
Development Plan 2006-2011. The Bolivian government has continued its national 
development policies since the project started, and there has been no change in the project’s 
high consistency with this plan.    

2) Consistency with the Ministry of Services and Public Works’ development policies  
 The Office of the Vice Minister of Transport at the Ministry of Services and Public Works is 

currently devising policies for the transportation sector for socio-economic development 
2012-2017. As part of this plan, transportation capacity by other means of transport5 would be 
strengthened, but the policy of upgrading national roads is expected to be continued. 
According to the Office of the Vice Minister of Transport, this project is recognized as part of 
this current policy, and is extremely important.   

3) Consistency with ABC’s needs 
 Since December 2009, ABC has pursued organizational reforms based on devolving operations 

to outlying regions, and is currently in the midst of this process. As part of these reforms, the 
                                                        
4 1) Productivity enhancement; 2) restoration of lifestyle with human dignity; 3) restoration of dignity in international relationships; and 

4) democracy  
5 In addition to roads, this would include marine transport, railways and air transport, among others.  
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authority and responsibilities of three local offices will increase, and their capacity to resolve 
technical problems will have to be strengthened. This project supports the improvement of 
technical capacity in local offices in line with these organizational reforms.  

4) Consistency with Japan’s aid policy for Bolivia  
 The Japanese Ministry of Foreign Affairs’ Bolivia Country Assistance Plan 2009 supports the 

“establishment of economic infrastructure” as part of “productivity enhancement,” one of the 
two pillars of its support for Bolivia. 

 The Program to Upgrade the Transportation Network is being implemented as part of the JICA 
Country Assistance Implementation Policy 2011, designed to realize the Bolivia Country 
Assistance Plan 2009. This project is one of the four projects making up this program.  

5) Relevance of project plan  
 While donors such as the Andean Development Cooperation (CAD) and the Inter-American 

Development Bank supporting road construction primarily with loan assistance, this project 
provides aid to strengthen the technical capacity needed to supervise the construction work and 
designs that ABC needs to carry out these road construction projects, and provides the 
appropriate complementary relationships.  

 
(2) Effectiveness 
The quality of the achievement of the Project Purpose is high because it is in the process of being 
achieved in line with the original course, but some of the goals are not expected to be achieved. In 
addition, some aspects of Project Design Matrix (PDM) indicator setting still need to be improved. 

 An organizational foundation for UPD to strengthen capacity is being built, technical tools at the 
organizational level are being provided, and activities for technology transfer such as training 
and seminars are improving the technical capacity of UPD and ABC local office employees. The 
technical concept of disaster prevention is taking hold within ABC as a result of these outputs, 
and a technical foundation for the future implementation of projects based on this concept is 
being developed. As such, the Project Purpose is in the process of being achieved in line with the 
path originally intended. 

 That said, there have been delays in achieving the output (Outputs 1, 2, 3 and 5) for capacity 
development at the system, organization and individual levels as a result of delays in carrying 
out activities due primarily to external factors (ABC’s organizational reforms and delays with 
these reforms). Accordingly, we expect that the Project Purpose will not be fully achieved.  

 The eight indicators for the Project Purpose and the indicators for the five outputs are of a 
similar nature (expressed in different words), with the issues at the various output levels 
reorganized into eight indicators and five indicators, respectively. There are no problems with 
the causal relationship between the Project Purpose and the five outputs, but indicators for the 
Project Purpose should have been set so that they express behavior modifications for individuals 
and organizations and changes in results (outcome) caused by the achievement of the output. In 
addition, target levels for the indicators should have been set.  

 
(3) Efficiency 
The quality of the inputs was high, and the inputs were completed as planned, but the activities were not 
completed and some of the outputs were not achieved. Accordingly, there are problems with the 
efficiency.  

 The main inputs, such as the Japanese experts, materials and equipment, and training in Japan, 
were completed as planned. The quality of the training in Japan, the technical expertise of the 
Japanese experts, the quality of the materials and equipment and the quality of the counterparts 
were all high and were appropriate.  

 The technology transferred in the project was utilized, and the results of the organization are 
improving and generating outcomes.  

 At the same time, although all but Output 4 of the five outputs are on the way to being achieved, 
they are not expected to be completely achieved during the project period. This is because of 
delays in carrying out some project activities as a result of the impact of ABC’s organizational 
reforms and the retirement of one of the five counterparts in May 2011 without any replacement 
as of yet.  

 Moreover, the expertise of the Japanese experts and the quantity of the input were not sufficient 
for a system check of the capacity development of the counterparts. As a result, monitoring of 
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the technology transfer was inadequate.6 
 
(4) Impact 
The impact was extremely significant. The impact derived from this project as already been confirmed, 
as described below, and the Overall Goal is in the process of being achieved. There have not been any 
negative impacts not initially expected. Data on indicators7 to take quantitative measurements of the 
Overall Goal should be compiled to serve as the baseline for ex-post evaluations. 
 

Primary impact of the project  Causal relationship with project Secondary impact expected  
1) Work to preserve the 

TJ03 section (Tarija) of 
National Road 1 using 
government funds  

The opinions of UPD and a 
team of experts on the 
construction work at the risk 
site between Tarija and 
Bermejo were incorporated.  

If this work is completed, it 
would reduce road closures 
along this section of the road.  

2) Work to repair and  
stabilize road on 
Cochabamba side of 
National Road 4 using 
government funds 

UPD and a team of experts 
provided assistance with the 
countermeasure work 
(landslides, bridge scouring) 
in the risk sites between 
Corani and Villa Tunari 

 If this work is completed, 
it would reduce road 
closures along this section 
of the road. 

3) Work to improve Route 7 
in Santa Cruz prefecture 
using Corporación 
Andina de Fomento 
(CAF) disaster recovery 
funds 

Project recommendations 
and advice were used in 
planning routes 
circumventing landslide 
areas and areas prone to 
avalanches of earth and rock 
(construction work is 
currently under way).  

 If this work is completed, 
it would completely 
eliminate road closures 
along this section of the 
road. 

4) Work to prevent slope 
disasters on Route 7 in 
Santa Cruz prefecture 
using JICA grant aid 
support JICA 

UPD selected the 
construction site based on a 
diagnosis of the slope risk 
carried out by the project, 
and the Japanese 
government was asked for 
loan assistance (currently, a 
preparatory survey is being 
carried out).  

 If this work is completed, 
it would dramatically 
reduce road closures along 
this section of the road.  

5) Work to stop traffic in 
advance near the Ichilo 
River in Santa Cruz 
prefecture along Route 4 

Using the manual prepared 
by the project and a 
rain-gauge network, 
disasters can be predicted, 
and ABC stopped traffic in 
advance for the first time in 
February and October 2011.  

 Road disasters would 
decrease with the 
expansion of such 
measures to other regions. 

6) An agreement to share 
data on rain volume with 
Servicio Nacional de 
Meteorología y 
Hdrologáa (SENAMHI) 
is being prepared.  

By providing data on rain 
volume to SENAMI using 
the project’s rain-gauge 
network, data can be 
mutually provided. 

 Using the nationwide rain 
volume data provided by 
SENAMI will enable more 
accurate work supervision 
on ABC construction 
projects.  

 SENAMI’s data can be 
used by ABC in stopping 
traffic in advance and in 
designing road disaster 
prevention projects.  

                                                        
6 The project monitoring primarily consisted of the management of progress in activities by Japanese experts, but monitoring to identify 

changes in the counterparts’ understanding and actions and changes in the achievements of UPD and ABC was inadequate.  
7 Data identifying changes in the number and duration of road closures along trunk roads. 
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7) Conclusion of agreement 
on joint research between 
the ABC Cochabamba 
office and the 
Universidad Mayor de 
San Simon’s Hydraulics 
Research Institute on 
river channel erosion and 
scouring (October 2011) 

The local training and 
technical support provided 
in regular operations gave 
the ABC Cochabamba office 
technicians a deep 
awareness of the importance 
of disaster prevention, and 
measures expected to have a 
greater impact have been 
prepared.  

 By conducting joint 
research with the 
university’s research 
institute on the 
mechanisms behind river 
channel erosion and 
scouring, effective 
measures for road disaster 
prevention and bridge 
maintenance and 
management can be 
implemented.  

 
(5) Sustainability 
Organization and systems:  

 As a result of the project’s output, UPD’s organizational foundation is being established within 
ABC. Thus the institutional sustainability is high.  

 Going forward, since ABC’s organizational reforms are expected to devolve operations to local 
governments, UPD will manage the entire country’s road disaster prevention information in a 
centralized manner while providing technical support to the local offices and prefectural offices, 
giving UPD an increasingly important role within ABC. Accordingly, the knowledge and 
technique acquired by UPD in this project will very likely be used in ABC road disaster 
prevention and bridge maintenance and management work going forward.   

Personnel: 
 Personnel mobility is relatively low and personnel are stable. In addition, a system to secure 

high-quality personnel is being developed. Accordingly, sustainability of personnel is relatively 
high. 

 Up until this point, one UPD section manager retired, but the other four members were not 
transferred. Thus personnel have been stable. ABC’s road disaster prevention and bridge 
maintenance and management work will be carried out primarily by the four UPD employees to 
whom technology was transferred even after the project is over.  

 The implementation of training completion certification, which was initiated in this project, is 
expected to make it easier to hire personnel with the appropriate expertise at UPD.  

 At the same time, the lack of a functioning system to ensure personnel hiring8 is something that 
ABC will have to address going forward. 

Financial: 
 Since UPD’s organizational foundation is being established within ABC, UPD’s own budget has 

been consistently secured since the project began. 
 Moreover, since ABC is allocating more of its budget to disaster prevention work than disaster 

recovery, financial sustainability to sustain the project’s effects is high.  
Technical: 

 The technical capacity of UPD employees has increased through the project, and individual 
employees also have the technical capacity needed to become core employees able to spread 
bridge maintenance and management techniques.   

 Since technical tools such as the road disaster prevention database system, data map for bridge 
work completion drawings, and various manuals and guides are expected to be completed, the 
intellectual assets and technical infrastructure at the organizational level needed for ABC (with 
UPD in the central role) to carry out its road disaster prevention and bridge maintenance and 
management work are being put together.  

 As such, the technical sustainability is high since the systems sustaining the project’s effects are 
being completed.  

 
 
 

                                                        
8 ABC implemented the Plan Estratégico de Reforma Institucional (PERI) in 2000 under its former guise as the SNC (National Road 

Services) and established a system intended to preserve personnel employment. However, interviews with other donors confirmed that 
employees continue to be fired and hired for political reasons, so that this system is not in fact functioning.   
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3-3. Factors Contributing to Realization of Effect  
(1) Factors related to plan content  

 Realization of items agreed on in R/D: It was agreed that five full-time UPD employees would 
be assigned as exclusive project counterparts as a condition for the start of this project. The 
project began once this had been satisfied. As a result, a cooperative system between the 
Japanese experts and counterparts was secured when the project started.  

 Revisions to the PDM: The PDM was revised three times after the project began based on survey 
results and counterparts’ needs. As a result, output and activities that better fit actual conditions 
could be designed.   

(2) Factors related to implementation process  
 Use of JCC: Japanese experts exchange information closely with the ABC director, the project 

director, in conformity with ABC’s decision-making mechanism, which has a strong top-down 
tendency. In addition, the JCC met frequently9 in an effort to adequately share information 
related to project operations with all of the stakeholders. As a result, mutual understanding 
between the related parties was facilitated, as was the development of trusting relationships 
between the stakeholders.  

 
3-4. Problems and Factors Causing Problems  
(1) Factors related to plan content 

 Vagueness of PDM indicators: In PDM4, which had gone through three revisions, the eight 
indicators for the Project Purpose and the five indicators for the outputs had issues at the 
respective output levels that were very similar (worded differently) to each other and had simply 
been reorganized into eight and five indicators, respectively. The Project Purpose had essentially 
become the same as the outputs, and there were no numerical targets. As a result, the outcome 
that should be achieved as the Project Purpose (behavior modifications in individuals and 
organizations and changes in results) was not clear.    

(2) Factors related to implementation process 
 ABC’s organizational reforms: ABC began organizational reforms based on devolution of 

operations to local offices around December 2009, and is currently in the midst of this process. 
As a result of these reforms, project activities have been delayed and outputs 1, 2, 3 and 5 have 
not been fully achieved.  

 Retirement of UPD section manager: This post has been vacant since May 2005. This has slowed 
down activities for Outputs 1, 3 and 5, which involve system design in dialogue with 
supervisors.    

 Bolivia’s understanding of JICA’s technical cooperation projects: When the project initially 
began, ABC’s understanding of the implementation methods for JICA’s technical cooperation 
projects and the roles of Japanese experts and counterparts was not adequate. ABC assumed that 
the team of experts would carry out all activities and UPD members would monitor the team's 
activities, so the experts could not transfer technology to the counterparts.10 This problem was 
brought up in the JCC and the Japanese members explained the situation to ABC managers and 
UPD members, while JICA Bolivia office managers used examples to explain the concept of a 
JICA technical cooperation project. As a result, ABC managers and UPD gained an 
understanding of JICA’s methods and the problem was resolved.  

 
3-5. Conclusion  

 This project contributed to the establishment of the concept of road disaster prevention in 
Bolivia. Road disasters occur frequently in Bolivia and the country’s budget for road 
maintenance is limited, but reliance on roads as a means of transportation is very high. 
Accordingly, the need for road disaster prevention is high, and Bolivian stakeholders are 
recognizing the high relevance and significance of this project. This is demonstrated by 
tendencies in ABC’s budget allocation, namely the increase in budgeting for road disaster 
prevention and the decrease in stopgap measures since the project started.   

 Moreover, as a result of ABC’s strong commitment during the project implementation period to 
secure a budget for the pilot construction work (about US$2 million), activities to improve the 

                                                        
9 Seven JCC have been held, including the JCC for this terminal evaluation. 
10 Since there are many cases in Bolivia’s government organizations in which consultants employed with the donor’s loan assistance work 

as technical staff under employees, it was mistakenly assumed that this project’s experts were in the same case.    
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capacity needed for road disaster prevention and bridge maintenance and management were 
actively pursued. Although there were delays in activities resulting from external factors such as 
ABC’s organizational reforms, progress with inputs was as initially planned. Although there are 
still issues with efficiency, as described above the technical concept of disaster prevention is 
taking hold within ABC, and a technical foundation for the future implementation of projects 
based on this concept is being developed, so the Project Purpose is in the process of being 
achieved. 

 Moreover, ABC has begun several road disaster prevention construction projects and activities 
and is forming ties with other organizations, so the impact has already been realized. There is a 
good chance that ABC will continue to make efforts independently based on the project outputs 
and that the Project Purpose will be achieved in the future.  

 
3-6. Recommendations 
(1) Recommendations for the project  

1) Since the ex-post evaluation to be carried out three to five years after the project’s completion 
will be able to ascertain the extent to which the indicator (decrease in number and duration of 
road closures on trunk roads) for the Overall Goal of the PDM has been achieved, compilation of 
the data that will serve as the baseline for the ex-post evaluation should begin soon.  

2) The indicators for the PDM’s Project Purpose are simply a rewording of the five outputs. To 
accurately measure the extent to which the Project Purpose has been achieved and to determine 
the sustainability of the Project Purpose when the ex-post evaluation is carried out, the Project 
Purpose indicators should be revised to indicators (indicators expressing outcomes) that can 
accurately identify the extent to which the capacity development the project was aiming for has 
been achieved.   

3) Some of the self-recording rain gauges installed at 19 sites around the country were not being 
maintained and managed appropriately when the terminal evaluation was conducted.11 A person 
responsible for managing the self-recording rain gauges should be selected by the time the 
project is completed and a management system should be developed.   

4) The road disaster prevention and bridge management and maintenance manuals and guides (10 
types altogether) prepared in the project have not been adequately distributed to the local offices. 
The content of the manuals and guides should be finalized12 as soon as possible and distributed 
to the local offices. We recommend that, when these materials are distributed, techniques for 
improving understanding of any sections that participants did not understand well when training 
is held in local offices should be devised, and measures to encourage use in operations at local 
offices should be taken. Moreover, similar measures should be taken as regards the road disaster 
prevention technique guidebook and the bridge maintenance and management technique 
guidebook, which are to be published in the time remaining until the project is complete. 

 
(2) Recommendations for ABC 

1) ABC should revise UPD’s activity guidelines and project plans as necessary when the 
organization is finalized since ABC will continue with its organizational reforms. 

2) ABC should use the disaster prevention information database system, manuals and guides 
developed in this project and begin initiatives to spread technology to local offices and 
prefectural offices and strengthen capacity as soon as possible.  

3) ABC should ensure that a management system for the self-recording rain gauges mentioned 
above in “(1) Recommendations for the project” is thoroughly implemented after the project is 
over, based on the management system developed before the project is complete. In conjunction 
with this, ABC should appropriately maintain and manage the other materials and equipment 
provided during the project, and use them effectively in road disaster prevention and bridge 
maintenance and management.  

 
(3) Recommendations for JICA 
Of the activities that are unlikely to be completed by the time the project is complete, JICA should 
consider extending the project period to address those activities that can be expected to achieve the 

                                                        
11 The self-recording rain gauge at Lima Tambo site in Cochabamba, observed by the terminal evaluation team, was not regularly cleaned 

as necessary for accurate operation, and data was not recorded as a result.  
12 According to UPD counterparts, this was because the manual was reviewed internally at UPD.  
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initially anticipated output with additional input (PDM Activity 2-1 “update disaster prevention 
information and operate system,” Activity 2-2 “compile information on rain volume, set up and 
administer landslide observation equipment,” Activity 3-2 “carry out research in the unit,” Activity 3-3 
“carry out OJT for construction work for which UPD is in charge,” Activity 5-2 “carry out research in 
the unit,” and Activity 5-3 “carry out OJT for construction work for which UPD is in charge.”    
 
3-7. Lessons Learned 

1) The ABC organizational reforms that were officially decided one year after the project began 
were intended to achieve more rationalized operation management by devolving operations to 
local governments, and was a positive development needed to strengthen ABC’s operations 
implementation system. At the same time, progress with these organizational reforms had a 
negative impact on the project’s activities, and a better management response could have been 
taken in the JCC to address these issues. External factors such as the organizational reforms of 
the C/P organization that could have a significant impact on the implementation and progress of 
the project should be identified by stakeholders in the JCC. Based on the status of the factors, the 
implementation system and activity plans should be revised. Revisions should be made flexibly 
as needed.   

2) Since UPD’s understanding of the system for technical cooperation projects and the role of 
Japanese experts was not adequate during the first year of the project, there were conflicts in the 
understanding of UPD and the experts. Since JICA’s technical cooperation projects are unique 
schemes even compared to other donors’ cooperation, the scheme should be explained so that the 
stakeholders share the same awareness and the counterparts are committed to the project.  

3) In this project, as a result of the circumstances described above in 2), the frequent exchange of 
information between the counterpart organization and experts and the JCC beginning in the 
second year of the project helped to build good relationships and ensure close communication 
between the two parties. The JCC met regularly (once ever quarter) in order to ensure good 
communication and secure the commitment of the host country’s related organizations, including 
the counterpart organization. This was an effective tool for daily collaboration.  

4) As indicated in the project name, this project was intended to develop the capacity of the C/P 
organization. However, the targets for improving the capacity of counterparts were not clear, and 
much of the experts’ time when working on site was devoted to preparing training materials, as 
pointed out by counterparts in the terminal evaluation, so there were not enough activities to 
raise capacity. As such, it is important that the stakeholders first share an understanding of the 
concept of capacity development (the specific aim) and then consider a framework for a human 
resource development project and examine the input13 necessary for its implementation  

 
3-8. Follow-up Status 
JICA will consider the recommendations to extend the project period internally based on the above 
Recommendation (3). 
 

 
 

                                                        
13 For example, the assignment of an expert with substantial knowledge about and experience in human resource development, not just an 

expert with technical expertise.  
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第１章 終了時評価調査団の派遣の経緯 
 
１－１ プロジェクトの背景 

ボリビア多民族国（以下、「ボリビア」と記す）は内陸国であり、主たる輸送手段は陸送であ

る。日本の約 3 倍の国土（約 110 万 km2）は 314 の市町村コミュニティに分かれており、コミュ

ニティ間の人、農産物、生活必需品などの移動・搬送の 70～80％を道路輸送に依存している。 
ボリビア国内の道路総延長は 6 万㎞に及ぶが、舗装率は国道で 30％以下、地方道路に至っては

1％に満たず、維持管理も十分でないことから、道路は劣悪な状況にある。さらに、山岳国家であ

る同国は気象や地形など自然条件が厳しく、11 月から 3 月までの雨期には大規模な斜面崩壊や落

石、橋梁の流出などが頻繁に発生し、人々の日々の糧となる生産物を市場に細々と供給している

貧農層を中心に大きな損害が出ている。応急処置を施した道路もその復旧技術が不十分であるた

め、同一箇所で同様な被害が繰り返し起きている。 
このような状況の下、ボリビアの道路防災に抜本的な改善を促すため、JICA は 2005 年から 2007

年にかけて開発調査「主要国道道路災害予防調査」を実施した。このなかでは「キャパシティ・

ディベロップメント（CD）計画」と称して、今後同国が取り組むべき課題、とりわけ予防防災に

向けた各種施策が整理され、そのために必要な組織体制の整備が提案された。この提案を受けて

同国では国道の管理機関であるボリビア道路管理局（ABC）内に道路防災室（UPD）を設置し、

CD 計画を組織計画に取り入れることを決定した。しかし、防災対策の経験や専門技術の蓄積が

十分でない同国が単独で計画を実施することは難しく、日本に対して自立発展的な道路防災と橋

梁維持管理の能力向上のために、更なる技術協力を要請した。 
この要請を受け、JICA は ABC をカウンターパート（C/P）機関として、技術協力プロジェクト

「道路防災及び橋梁維持管理キャパシティ・ディベロップメントプロジェクト」を 2009 年 3 月か

ら 2012 年 3 月までの 3 年間の予定で実施している。本プロジェクトは上位目標である「国道が恒

常的に通行可能となる」ことを実現するため、ABC の道路防災と橋梁維持管理に関する業務体制

を改善し、技術を向上させるための協力を行うものである。 
 

１－２ 調査団派遣の目的 

今回実施する終了時評価調査は、2012 年 3 月末のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動

の実績、アウトプットを評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言や類似

事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 
 
１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 
日本側調査団員 

総 括 荒津 有紀 
JICA 経済基盤開発部 次長 兼 
運輸交通・情報通信グループ長 

協力企画 島田 亜弥 
JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信グループ 
運輸交通・情報通信第三課 

評価分析 長田 博見 アイ・シー・ネット㈱ シニアコンサルタント 
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ボリビア側調査団員 

ABC 団員 
エリック・デ・ラス・

エラス・アルセ 
ABC 道路保全調整官（プロジェクトマネジャー） 

UPD 団員 
キエリグ・フォン・ 
ボリエス 

UPD橋梁専門家（プロジェクトのカウンターパート）

通 訳 ロマン出合美樹 （ボリビア在住） 
 
１－４ 調査日程 

2011 年 10 月 30 日から 11 月 17 日までの 19 日間（付属資料 1 を参照） 
※評価分析団員（コンサルタント）は、10 月 29 日出発で先行し、日本人専門家との打合せ、

C/P への聞取り調査、情報収集を実施。 
 
１－５ 主要面談者 

(1) ボリビア側関係者 
1) 公共事業省 
・ エドウィン・マラニョン・ガンボア  運輸次官 

 
2) ボリビア道路管理局 (ABC) 
・ ルイス・サンチェス・ゴメス・クケレラ 総裁 
・ ミゲル・サラビア 技術部長 
・ エリック・デ・ラス・エラス・アルセ  道路保全調整官 
・ キエリグ・フォン・ボリエス 橋梁専門家 
・ マルコ・ゴメス 道路設計専門家 
・ ロドリゴ・セラダ 地質専門家 
・ ロベルト・サンドバル 中央東部地域事務所長 
・ ロランド・ベラスコ・セルム 地域技術部長  
・ ファン・カルロス・アルバレス 国道 7 号線スーパーバイザー 
・ ワルテル・ノエ・アングス 水理・水文専門家 
・ フランシスコ・J・ベガ・アビラ コチャバンバ県事務所長 
・ アリエル・M・トリコ・ロハス コチャバンバ県事務所橋梁専門家 
・ フェルナンド・フロレスユアリ 北部地域事務所建設部長 

 
3) アンデス開発公社 (Corporación Andina de Fomento：CAF) 
・ ホルヘ・フォルゲス 公共部門主席役員 

 
4) 米州開発銀行 (Banco Interamericano de Desarrollo：BID) 
・ エンリケ・ソーサ 道路部門専門家 
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(2) 日本側関係者 
1) 在ボリビア日本大使館 
・ 渡邉 利夫 特命全権大使 
・ 紙屋 貴典 二等書記官（経済協力担当） 

 
2) JICA ボリビア事務所 
・ 松山 博文 所長 
・ 戸村 浩之 担当所員 
・ Daniel Burgos 担当所員 

 
3) プロジェクト専門家 
・ 冨田 ゆきし 総括/組織強化  
・ 横尾 文彦 副総括/道路防災管理（日本で面談） 
・ 五月女 正治 副総括/橋梁維持管理  
・ 川上 京一 地質（地滑り）（同上） 
・ 峯岸 謙二 道路設計  
・ 齋藤 高 業務調整 1/GIS （日本で面談） 
・ 岩永 一美 業務調整 2 （同上） 

 
１－６ 終了時評価の方法 

１－６－１ 評価グリッドの作成 
本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は、これまで 3 回の改訂

がされている。第 6 回合同調整委員会（JCC）で PDM4 が承認され、以後、PDM4 に基づいて

プロジェクトが運営されてきたため、PDM4 に沿って評価調査計画表（以下、「評価グリッド」）

を作成。 
評価グリッドは、① 事業の終了時におけるプロジェクト目標、アウトプットの達成度の確

認、② 活動と投入の進捗状況、③ 実施プロセスの確認、④ 評価 5 項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、持続性）による評価の実施、の 4 つのパートから構成される。 
この評価グリッドは、現地でボリビア側との合同評価を行うための、議論のたたき台として

も使用される。 
 

１－６－２ 調査方法 
調査方法の概要は以下のとおり。 
① 現地到着後、ボリビア側プロジェクト実施機関の道路管理局（ABC）に対し、今回の評

価調査の方法を説明し合意を得たうえで、ボリビア側合同評価メンバーを選任した。 
② 日本出発前にあらかじめ質問票により、評価グリッドの設問事項の情報収集を行ったう

えで、現地ではキーインフォーマントインタビューと現地踏査により、その回答の内容

を多面的に確認して評価グリッドに情報を整理していった。質問票については、プロジ

ェクトチーム、日本人専門家、カウンターパートの各グループで 1 セットずつ、グルー

プ内でコンセンサスを得た回答を作成してもらった。 
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③ 文献調査と質問票による調査の一部は評価分析団員が日本国内作業で先行して進めてお

くが、現地での調査プロセスは両国の合同評価メンバーで共有することを原則とした。 
④ このプロセスを経て、まず日本側が評価グリッドと合同評価報告書案のたたき台をつく

り、プレゼンテーションを行い、ボリビア側メンバーと協議を行った。双方が合意した

内容を、ミニッツ（協議議事録）（付属資料 3）、合同評価報告書（付属資料 4）に取りま

とめた。 
⑤ 合同調整委員会（JCC）を開催し、ミニッツと合同評価報告書の内容を関係者に説明し、

合意内容につき確認の署名を行った。 
 

１－６－３ 主な調査項目 
主な調査項目は以下のとおり。 
 
(1) 実績の確認 

・ 投入実績 
・ 活動・投入の進捗状況 
・ アウトプット1の達成状況 
・ プロジェクト目標の達成状況 
・ 上位目標の達成状況 

 
(2) 実施プロセスの確認 

・ プロジェクトの実施体制 
・ プロジェクトのマネジメント 
・ プロジェクト実施過程で生じている課題 

 
(3) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性） 

1) 妥当性 
・ ボリビア現政府の国家政策との合致 
・ プロジェクト実施機関のニーズとの合致 
・ 日本の対ボリビア援助政策との整合性 
・ ホスト国のコミットメント 
・ 他の援助スキーム・援助機関の支援との相互補完関係 
・ 日本が援助する技術的必然性 
・ 上位目標・プロジェクト目標のボリビアのニーズとの合致 

 
2) 有効性 
・ アウトプットの達成によるプロジェクト目標達成の見込み 
・ PDM のアウトプットレベルの外部条件は満たされているか 
・ プロジェクト目標達成を阻害・促進した要因 

                                                        
1 本プロジェクト PDM のなかでは「成果」という表記をしているが、この評価報告書では『新 JICA 事業評価ガイドライン（2010
年 6 月）』の表記に沿い「アウトプット」に統一した。 
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3) 効率性 
・ 投入・活動によるアウトプットの達成度 
・ アウトプットはアウトカム（個人、組織の行動の変化や業績）を生み出しているか 
・ 投入・活動は計画どおりに行われてきたか 
・ 投入の量・質・タイミングは適正だったか 
・ アウトプットの達成を阻害した要因 

 
4) インパクト 
・ 上位目標は、プロジェクト目標達成の効果として、3～5 年程度以内に達成され得るか 
・ 上位目標達成のための外部条件は何か 
・ プロジェクトの実施が、中・長期的に間接的効果、波及効果を生み出しているか 
・ 意図しなかった正または負の効果があるか 

 
5) 持続性 
・ プロジェクトの効果を持続させるための政策、制度枠組みは十分か 
・ プロジェクトの効果を持続させるための人材は確保されるか 
・ プロジェクトの効果を持続させるための予算は確保されるか 
・ プロジェクトの効果を持続させ、自力で発展させるための技術は十分に開発されて

いるか 
 

１－６－４ データ収集方法と情報源 
データ収集方法と情報源は以下のとおり。 

 
表－１ データ収集方法と情報源 

情報・データ収集方法 目 的 主な情報源 

1) 文献調査 

プロジェクトに関

連する政策やプロ

ジェクトの実績に

関連する資料のレ

ビュー 

・ JICA 対ボリビア国事業展開計画 2010 年 8 月

・ JICA ボリビア多民族国国別援助実施方針

2009 年 10 月 
・ 外務省対ボリビア国別援助計画 2009 年 4 月 
・ プロジェクトの PDM、活動計画（PO） 
・ プロジェクト事前評価報告書 2008 年 5 月 
・ プロジェクトの討議議事録（R/D）2009 年 3 月

・ プロジェクト事業進捗報告書（第 1 フェーズ）

2010 年 3 月 
・ プログレスレポート 2（第 2 フェーズ） 2011

年 3 月 
・ プロジェクト 1・2 年次自主モニタリング・評

価報告書類 
・ プロジェクト投入実績資料 
・ プロジェクト活動実績資料 
・ プロジェクト合同調整委員会協議結果資料 
・ プロジェクト合同調整委員会報告書 
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2) 質問票 

プロジェクトの実

績、効果の発現状

況、インパクト、

持続性に関する事

項の把握 

・ UPD カウンターパート 
・ 日本人専門家チーム 
 

3) インタビュー 
（質問票に基づく） 

プロジェクトの実

績・進捗状況、実

施プロセス、評価

5 項目に関するヒ

アリング・確認 

・ ABC 技術部長 
・ ABC 道路保全調整官 
・ UPD カウンターパート 
・ ABC の道路防災情報システム管理者 
・ 中央東部地域事務所、コチャバンバ県事務所、

北部地域事務所の代表者または技術部門責任

者とプロジェクト研修受講者 
・ 日本人専門家チーム 
・ BID、CAF の道路セクター専門家 
・ 公共事業省運輸次官 

4) 現地視察 

プロジェクトの実

績・進捗状況、イ

ンパクトに関する

確認 

・ パイロット工事予定地の視察（サンタクルス

県国道 7 号線、コチャバンバ県国道 7 号線） 
・ プロジェクトの技術支援を受けた工事の現場

（サンタクルス県国道 7 号線） 
 

１－６－５ 調査・評価上の制約 
JICA のプロジェクト実施期間中には通常、中間評価と終了時評価が行われるが、本プロジェ

クトでは中間評価は行われていない。したがって、プロジェクト開始以来の投入・活動実績の

レビューは終了時評価時点（2011 年 10 月末）での情報に基づくものである。 
PDM 上の上位目標については、現時点では ABC 内部で指標の達成度を測るデータが整理さ

れていないため、インパクトを示す事実の定性的な捕捉をキーインフォーマントインタビュー

により試みた。 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ JICA による技術協力の期間 

2009 年 3 月 2 日から 2012 年 3 月 30 日までの約 3 年間 
 
２－２ プロジェクト実施機関 

・ ボリビア道路管理局（ABC） 
プロジェクトダイレクター：ABC 総裁 
プロジェクトマネジャー：ABC 道路保全調整官 

 
２－３ プロジェクト支援機関 

  JICA 
 
２－４ プロジェクトの対象地域 

 プロジェクト開始後、能力開発（CD）を実施するための主な活動の場となる国道が、重点路線

として以下のように設定された。 
 

表－２ プロジェクトの重点路線 

国道 区 間 区間長（km） 備 考 

1 
Yocalla – Tarapaya 20  

Padcaya – Bermejo 158 San Ignacio 付近の橋 1 カ所を含む 

3 Cotapata – Yucumo 269 11 号線の橋 1 カ所を含む（Santa Ana 橋近傍） 

4 
Corani – Villa Tunari 109  

Villa Tunari - Guabira 256 橋梁重点区間 

5 Pte. Arce – Sucre 52 Saipina 付近の地滑り 1 カ所を含む 

7 Pojo – La Guardia   289 23 号線の地滑り 1 カ所を含む 
出所：プロジェクトチーム 
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出所：プロジェクトチーム 

図－１ プロジェクトの重点路線 

 
２－５ プロジェクトのターゲットグループ 

プロジェクト開始後に行ったキャパシティ・ギャップ・アセスメント2の結果に従って、能力開

発（CD）の対象となるターゲットグループを、以下のように設定した。 
 

(1) 中央でのターゲットグループ 
・ プロジェクト実施上の意思決定のキーパーソン：総裁（プロジェクトダイレクター）、建

                                                        
2 個人、組織、制度、社会などがその本来の役割を果たすために必要な能力と実際にもっている能力の差異を明らかにする調

査 



－9－ 

設部長、理事らの ABC トップマネジメント 4 名 
・ プロジェクト運営・技術面の管理責任者：道路保全調整官（プロジェクトマネジャー）1

名 
・ CD の中核となるカウンターパート：UPD 職員 5 名。UPD 室長が 2011 年 5 月に退職し

て以来、現在はまだ空席のままとなっているため、現在は 4 名体制である。 
・ ABC 各部門から選出され、カウンターパートとなるタスクフォース技術者 20 名。タス

クフォースを設定した理由は、プロジェクトで扱う予防防災というテーマを ABC 内部

に広く浸透させるためと、設立間もない UPD の存在とプロジェクトの活動を広報し、他

部門との連携作業を円滑に進めるためであった。その後、2009 年 12 月に起案された ABC
の組織改革により、タスクフォースの多くの職員が異動または退職したため、タスクフ

ォースの 20 名は事実上解散となってしまった。この代替活動として、各年度末に ABC
の中央と地方を含む全部門を対象として広報のためのセミナーを実施することとした3。 
 

(2) 地方でのターゲットグループ 
UPD が地方で行う CD の対象として、ラパス、サンタクルス、コチャバンバ、タリハの 4

県の ABC 事務所の技術者合計 28 名、スーパーバイザー約 50 名。 
 

(3) その他 
上記以外の ABC 職員全員約 200 名。セミナー、技術手帳の配布などによる情報発信によ

り、プロジェクトが扱う「道路防災」の概念の普及を行うほか、プロジェクトとの連携活動

を円滑にする。 
 
ターゲットグループの現状を次の表－３にまとめる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                        
3 今回実施した 3 つの地方事務所代表者に対するインタビューでは、セミナー参加者はプロジェクトの活動を認識しているこ

とが確認できた。 
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表－３ ターゲットグループ 

種 類 人 数 プロジェクトで行う CD 課 題 

(1) 中央 

・ 総裁、建設部長、

理事らの ABC トッ

プマネジメント4名 
・ 道 路 保 全 調 整 官

（プロジェクトマ

ネジャー）1 名 

・ 方法：日本での研修、セミナ

ー等 
・ 内容：「予防防災」の概念の

理解促進 
 

・ UPD 職員 4 名 ・ 方法：ボリビア・日本での研

修、OJT、通常業務における

技術支援などプロジェクト

の活動全般 
・ 内容：ABC の当該分野のコ

ア人材としての総合的な技

術管理能力の養成 

・ UPD室長 1名が

退職後、未補充

・ ABC 各部門から選

出されたタスクフ

ォース技術者 20 名 

・ 当初は UPD と同等の活動を

共有することを意図してい

た。 

・ 2009 年 12 月以

降、実質解散と

なり、セミナー

などの広報活

動で補完する

ことになった。

(2) 地方 

ラパス、サンタクルス、

コチャバンバ、タリハ

の 4 県事務所 
・ 技術者合計 28 名 
・ 道路スーパーバイ

ザー約 50 名 

・ 各県事務所での研修、OJT 等 
・ 「予防防災」の概念の普及 
・ 研修実施と技術ツールの普

及による技術力向上 

・ 南部地域事務

所の未設立に

よりタリハ県

事務所人事は

未確定 

(3) その他

・ 上記以外の ABC 全

職員約 200 名 
・ 方法：セミナー、技術手帳の

普及等 
・ 内容：「予防防災」の概念の

普及。UPD との連携活動の

基盤づくり 

 

出所：調査団作成 
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ABC の組織改革4 
2009 年 12 月の ABC 理事会で ABC の組織改革の実施が決定された。基本となる理念は、工

事関連業務の地方への分散化5であり、そのために ABC の中央と地方の資源を再編成して、人

材、予算、権限の地方拠点への移管を進めるものである。これまで、ABC は全国の主要な計画、

設計、施工監理業務を中央が一括して契約・管理していたが、これらの業務を今後地方に移管

し、中央は一般管理業務と後方支援業務に集中することで合理化を図る。具体的には、以下の

ような改編が進行中である。 
・ ① 本部職員の約 50％に当たる約 100 名を地方へ異動、② 10 の県事務所を 3 つの地方事

務所6とその傘下の 9 つの県事務所に再編成7、③ 本部の保全部・建設部・社会環境部は

「技術部」に合併、技術職員は約 50 名から数 10 名に削減し地方に再配置する。 
・ 実際に地域事務所の業務が開始されたのは、以下に示す改革の推移のように、北部地域

事務所（ラパス県に設置）で 2011 年 3 月末、中央東部地域事務所（サンタクルス県に設

置）で 2011 年 6 月、南部地域事務所は 2012 年度中の設立、業務開始を計画している。

このように、改革実施が決定してから既に 2 年弱を経ているが、いまだ改革は途上にあ

る。 
 
 

＜組織改革の推移＞ 
・ 2009 年 12 月 8 日：ABC 役員会で組織改革が 2010 年 2 月より開始されることが決定 
・ 2010 年 4 月：ABC 組織改革が役員会で正式に承認 
・ 2011 年 1 月：北部地域事務所の編成が決定 
・ 2011 年 3 月：北部地域事務所の活動が開始 
・ 2011 年 5 月：中央東部地域事務所の編成が決定 
・ 2011 年 6 月：中央東部地域事務所の活動が開始 
・ 2010 年 11 月現在：南部地域事務所はまだ設立されていない。設立には大蔵省の承認が

必要で、2012 年度内になる見込み 
 

＜プロジェクトへの影響＞ 
・ これまで中央が担っていた大規模な工事案件の入札、契約、技術管理までの一連の業務

が移管され、地域事務所の業務量は飛躍的に増大しつつあるが、まだ地域事務所は経験

がなく業務実施能力は十分でないため、業務実施上の問題解決の相談が中央に持ち込ま

れている。このなかで、UPD を含む技術部は、設計や工事の技術的問題解決への対応に

追われ、プロジェクトの活動に充てる時間が少なくなっている。 
・ 地域事務所の組織と人事が確定し、異動が完了するまでの間は、地方での研修が実施で

きない状態が続いた。南部地域事務所については、まだこの状況が続いている。 
出所：日本人専門家報告書を基に調査団作成 

                                                        
4 出所：付属資料 4 合同評価報告書 APENDICE-VII より調査団作成 
5 現政権では、野党勢力による地方分権化（Decentralización）の動きに対し敏感なため、ABC では業務分散化（Desconcentlación）
と呼んでいる。 

6 ① 北部地域事務所（ラパス県、パンド県、ベニ県の一部を管轄）、② 中央東部地域事務所（サンタクルス県、コチャバンバ

県、ベニ県を管轄）、③ 南部地域事務所（ポトシ県、タリハ県、チュキサカ県、オルロ県を管轄） 
7 以後、ABC の新旧の県事務所と新たに設置された地域事務所を総称して地方事務所と呼ぶ。 
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第３章 プロジェクトの実施体制と実績 
 
３－１ プロジェクトの実施体制 

(1) 実施体制の全体像 
2008 年 12 月のプロジェクト実施協議により合意され、以来取られてきた実施体制は図－

２のとおりである。意思決定組織として合同調整委員会（JCC）があり、その下にプロジェ

クトの実施主体であるボリビア側カウンターパート組織（ABC）と、日本側の支援組織（JICA）

がある。 
ボリビア側はプロジェクトダイレクターを ABC 総裁が務め、プロジェクト実施に関する

ボリビア側の全責任を担う。プロジェクトマネジャーは道路保全部の責任者である道路保全

調整官が務め、プロジェクトの運営・技術面での責任を担う。 
日本側は、JICA が責任機関として、経済基盤開発部が専門家チームの監督を行い、ボリビ

ア事務所が責任機関として現地での支援を行う。専門家チームは、ボリビア側カウンターパ

ート組織が行うプロジェクトの活動に対して、運営面と技術面で必要な助言と支援を行う。 
 

 
出所：調査団作成 

図－２ プロジェクト実施体制の全体像 

 
(2) 道路防災室（UPD） 

1) UPD の ABC 内部の位置づけ 
プロジェクトの主たる能力開発（CD）の受け手であり、活動の実務を担う部門は、道路

防災室 （Unidad de Prevención de Desastres : UPD）である。2005 年から 2007 年まで実施

された JICA 開発調査「主要国道道路災害予防調査」で、本プロジェクトのカウンターパ

ート機関として ABC 内に UPD を設立することが提言された。2007 年 12 月の事前調査後、

UPD が設立され、5 名の技術者が本プロジェクトの常勤カウンターパートとして配置され

るのを待って討議議事録（Record of Discussions：R/D）を交わし、2009 年 3 月にプロジェ

クトが開始された。 

合同調整委員会

(JCC)

プロジェクトダイレクター

ABC総裁

プロジェクトマネジャー

道路保全調整官

道路保全室（UPD）

（5名）

JICA経済基盤開発部

JICAボリビア事務所

専門家チーム

(合計13名）

日本側支援組織

ボリビア側 

カウンターパート組織
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プロジェクト開始時点では、UPD は ABC 副総裁（技術担当）の下、維持運営部の内部

組織になっていたが、2009 年 12 月 8 日の ABC 役員会で、ABC の組織改革の開始が決定

し、これまで 2 回にわたり、中央組織の改革案が示された。現在のところ UPD は、2011
年 1 月に公表された組織図に基づき、技術本部の道路保全課の一部となっている。ABC に

よればこの組織図は最終案とのことであるが、これまでの経緯から、今後も新たな変更が

加えられる可能性は否定できない8。 
 

2) 現在の UPD の体制 
UPD は組織図上、室長、水理水文、地質、道路設計、橋梁の計 5 名の技術職員で構成さ

れるが、2011 年 5 月に室長が退職して以来、現在は 4 名体制となっている。現在、ABC
は公募などにより、室長を補充する努力を続けている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：ABC 2009 年 4 月 

図－３ プロジェクト開始時の ABC 組織と技術本部の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
8 プログレスレポート 2 プロジェクト 2011 年 3 月 

理 事 会

総   裁

事 務 局 長 内 部 監 査 室 

法 律 顧 問 

契  約  部 コンプライアンス部 

副 総 裁（技術） 

品質管理・変化発展部 

副 総 裁（事務） 

社会環境部 建 設 部 維持・運営部

防 災 室 

調査・開発部

県 支 局

技術資源部 財務資源・監理部  人 材 部 
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出所：ABC 2011 年 1 月 http://www.abc.gob.bo/IMG/pdf/2011_ORGANIGRAMA.pdf 

図－４ 現在の ABC 組織と技術本部の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：ABC 2011 年 1 月 
図－５ 現在の技術本部のなかの UPD の位置づけ 

 

技術本部 

技術本部 

道路保全課 

UPD 
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３－２ プロジェクト実施プロセス 

プロジェクト実施のプロセスでは、主にプロジェクトのマネジメントの面で、以下のような問

題解決への取り組みがなされた。 
 
(1) JICA の技術協力スキームに対するカウンターパートの理解 

プロジェクト開始当初、JICA の技術協力プロジェクトの実施方法や日本人専門家とカウン

ターパートの役割について、ABC 側の理解が必ずしも十分ではなく、2010 年 3 月の UPD と

専門家との協議で、UPD メンバーから専門家チームの活動内容についての不満が表明された。

彼らは、すべての活動は専門家チームが実施し、UPD は専門家チームの活動を監督する立場

にあると考えていた9。2010 年 3 月の第 3 回 JCC でこの問題が取り上げられ、日本人専門家

が ABC 上層部と UPD メンバーに対して技術協力プロジェクトの制度や、日本人専門家とカ

ウンターパートとの役割分担について説明を行った。JICA ボリビア事務所の担当者も、事例

を交えて技プロの理念を説明した。その結果、ABC 上層部と UPD の理解を得ることができ

た。以後、UPD メンバーの姿勢が好転し、プロジェクトの活動に主体者として積極的にかか

わり、プロジェクトの運営に関する事項は、UPD と専門家の間で協議を行い、すべて双方の

合意に基づいて実施してきている。このプロセスでは、プロトコルを尊重した協議の場を設

定し、JICA ボリビア事務所から ABC 上層部に、他のプロジェクトの事例を交えて説明した

ことが有効だった。 
 

(2) 両国関係者間の認識共有 
プロジェクトチーム、JICA ボリビア事務所、JICA 本部の 3 つのアクターの間の情報共有

が十分でないところが一部あったため、プロジェクトの現場のニーズや JICA 側の意図が正

しく理解されないことがあった。例えば、橋梁管理システム（Sistema de Gestión de Puentes：
SGP）に関するチリ研修の実施や、新たな橋梁管理システム導入のニーズについて、JICA ボ

リビア事務所、JICA 本部、ABC との間で認識の相違が生じた。その改善策として、各年度

末に ABC マネジメントレベル、UPD メンバー、日本人専門家が参加し、合同モニタリング・

評価会を実施した。これにより、プロジェクト実施上の課題、現状認識が共有できるように

なり、その結果を反映した活動計画の修正につながった。 
 

(3) プロジェクトダイレクターとの情報共有 
ABC は総裁以下、トップマネジメントレベルの権限が非常に強い機関である。専門家チー

ムはこの点を踏まえ、プロジェクトダイレクターである ABC 総裁との間で情報交換を定期

的に行ったほか、JCC を定期的に開催（現在まで 2 年半で 6 回開催）し、トップマネジメン

トレベルに対しプロジェクトの状況の理解を図った。これにより、ABC 総裁が大蔵省からの

パイロット工事予算（約 200 万米ドル）獲得に尽力するなどの協力を得ることができた。そ

のほか、ABC の上位機関である運輸次官室、ABC 上層部、UPD、JICA ボリビア事務所、専

門家チームの間での情報の共有が可能になり、情報不足による誤解を回避することができた。 

                                                        
9 プロジェクト事業進捗報告書（第 1 フェーズ）、プログレスレポート 2 より。ボリビアでは、海外からの資金協力などにより

雇用され、政府機関の職員の指示で勤務する国際コンサルタントが多く存在するため、そうしたケースと同様のものと誤解

された。 
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(4) ABC 内部でのプロジェクトの理解の推進 
プロジェクト開始当初、ABC 内部での UPD の知名度が低く10、他部門との協力や ABC 上

層部のプロジェクトに対する理解が十分ではなかったため、ABC 内部で他部門の協力を取り

付けるのに多大な調整コストがかかった。このため、防災技術手帳を定期的に刊行し、ABC
掲示板に開示したり、各年度末には ABC 内部職員向けにセミナーを開催したりすることと

し、組織内部の広報に努めた。その結果、UPD 以外の部署に UPD、及びプロジェクトが認知

され、道路防災情報システムのモジュール開発では、IT 部門との共同作業が進められること

になった。 
 

(5) 日本人専門家とカウンターパートの協力・信頼関係 
プロジェクト開始当初、日本人専門家の各派遣期間中の詳細な活動計画について、UPD メ

ンバーとの共有が十分でなく、UPD メンバーから技術移転の計画性に関して疑問視する意見

があった。これについて専門家チームは、各専門家の毎回の派遣の際に、2 週間ごとの活動

計画書を作成しカウンターパートと共有し、活動計画の透明性を確保することにより解決し

た。また、カウンターパートが専門家の技術力を知る機会がなかった間は、専門家の技術力

を疑っていたが、プロジェクトで実施した本邦研修で専門家の日本国内での実績や活動をカ

ウンターパートが見学することで、専門家の活動に対する信頼度が増していった。 
 

(6) PDM の変更 
PDM はこれまで 3 回変更されている。主な理由は、①プロジェクトの活動を通じて明らか

になった現実にそぐわない活動内容の修正、②ABC 側の技術的要望、③指標内容の一層の具

体化、である。いずれも、修正案が作成されたあと、JCC での合意を経て修正が承認された。 
 

表－４ これまでの PDM の主な変更点 

 主な変更点 主な変更理由 

PDM1 2 

1) アウトプット 1「道路防災室

（UPD）の活動方針が確立され

る」を追加 
2) アウトプット 2、3、4、5 の活動

項目を全面的に書き変えた。 
3) 橋梁管理システム（SGP）のモニ

タリング・評価を追加 
 

1) キャパシティ・ギャップ・アセスメン

トで UPD の活動方針が確立されてい

ないことが判明したため。 
2) PDM0 に示されている活動は、キャパ

シティ・ギャップ・アセスメントで明

らかになったように ABC、UPD の現状

に合わない部分（アウトプットと活動

内容が整合していない）が多く、技プ

ロを進めるための制度やシステムづく

り、マニュアル・ガイド作成の項目が

ほとんどなかった（持続可能性が考慮

されていなかった）。 
3) ABC が実施している SGP の内容、進

捗の実態が不明瞭であるため、本活動

を追加した。 

                                                        
10 プロジェクトで実施したアンケート調査では、ABC 本部職員の約 60％が UPD の存在を知るにとどまっていた。 
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PDM2 3 

以下、活動を追加した。 
1) 2-5 国道における道路リスク区

間の地形図を作成する。 
2) 2-6 道路防災工事関連資料の整

理と目録を作成する。 
3) 4-4 橋梁工事竣工図関係の整理

と目録を作成する。  

・ ABC の要望に応じた。 
 

PDM3 4 

1) 各アウトプットの指標を修正し

た。 
2) 組織改革で遅れた各活動の修正

を行った（PO3-PO4）。 

1) 指標をより現実的、具体的なものにし

た。 
2) ABC 組織改革の影響による各活動の

見直しをした。 
出所：日本人専門家質問票回答 

 
３－３ 投入実績 

３－３－１ 日本側投入 
(1) 専門家 

専門家は 13 名、3 年間で延べ 95.82M/M の投入である。いずれも短期派遣のいわゆるシ

ャトル型の投入形態で、3 年間合計で各人 0.66～15.50M/M の投入、派遣回数は 1～10 回。

平均値では、3 年間で 1 人当たり平均 7.37 M/M の投入、1 人当たり平均派遣回数は 4.92 回

だった。つまり、1 年間に最大で 1 人 5.17M/M、平均で 1 人 2.46 M/M の投入で、従来の長

期専門家の 1 年 12 カ月間のフル投入に比べると専門家 1 人当たりの投入 M/M は非常に小

さい。3 年間で 95.82M/M の総投入量は、JICA の現在のシャトル型技プロのなかでは小さ

い部類ではないが、旧来型の長期専門家中心のチーム編成に当てはめてみた場合、長期専

門家 2 人×36M/M（3 年間）=72M/M と短期専門家合計 24M/M を組み合わせた仮想ケース

とほぼ同等の投入規模といえる。 
 

表－５ 日本人専門家投入実績 

担 当 分 野 氏 名 

計 画 ＝ 投 入 実 績

（M/M） 

合計 
M/M 

合計派遣

回数 

1 回当たり

平均派遣

M/M 

第 1 年次 

（2009 年 3 月

～ 

2010 年 3 月）

第 2 年次 

（2010年 5月 

～ 

2012 年 3 月）

派遣 M/M 派遣 M/M

総括/組織強化 冨田 ゆきし  5.80   5.70  11.50  8 1.44 

副総括/道路防災管理 横尾 文彦  6.00   9.50  15.50  8 1.94 

地質（砂防、流域管理） 小池 徹  1.00   1.50   2.50  2 1.25 

地質（地滑り） 川上 京一  5.00   7.00  12.00  6 2.00 

道路設計 峯岸 謙二  3.50   8.50  12.00  6 2.00 
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道路防災データベース

/情報通信 
井後 穂高  5.83   4.00   9.83  6 1.64 

副総括/橋梁維持管理 五月女 正治  3.70   8.83  12.53  10 1.25 

橋梁マネジメントシス

テム 
中田 健一  2.63   0.00   2.63  3 0.88 

橋梁設計 植田 真一  2.00   5.00   7.00  5 1.40 

橋梁設計（洗掘/浸食） 梅野 順  1.50   3.00   4.50  3 1.50 

業務調整 1/GIS 中山 宏之  0.66   0.00   0.66  1 0.66 

業務調整 1/GIS 斉藤 高  0.67   3.00   3.67  4 0.92 

業務調整 2 岩永 一美  0.67   0.83   1.50  2 0.75 

合 計 38.96  56.86 95.82  64 1.50 

平 均  3.00   4.37   7.37  4.92   
出所：プロジェクトチーム 

 
(2) カウンターパート研修（本邦研修） 

実績は以下のとおり。いずれの研修も道路防災・橋梁維持点検に関する座学の講義、関

連施設の見学、工事現場の視察を組み合わせて実施された。 
 

表－６ カウンターパート研修実績 

年度 研修対象者 1 人当たり派遣日数 延べ派遣日数 

2009 UPD 技術者 3 名 14 日 42 日 

2010 
ABC 副総裁、建設部長、道路保全調整官、

サンタクルス県事務所長兼理事の 4 名 
11 日 44 日 

2011 
技術本部の技術者 3 名、タリハ、コチャ

バンバ県事務所の技術者 2 名の計 5 名 
16 日 48 日 

計 12 名  134 日 
出所：調査団作成 

 
(3) ローカルコスト負担 

これまで、合計で約 40 万 7,000 米ドル（約 3,172 万 6,000 円：2011 年 12 月統制レート）

の現地活動費が支出された。 
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表－７ ローカルコスト負担実績 

（単位：米ドル） 

大費目 小費目 2009 年 2010 年
2011 年 

（10 月まで）
合計 

傭人費 

専門家用通訳 49,600 85,700 56,400 191,700 

技師・システムエンジニア 37,300 41,600 16,100 95,000 

事務員・ドライバー 7,700 7,800 3,600 19,100 

機材保守・管

理費 
供与車両燃料・維持費 700 1,300 700 2,700 

消耗品費 研修用消耗品・コピー用紙代 1,200 600 1,100 2,900 

資料等作成費
ワークショップ・研修資料作成・

翻訳費 
7,300 4,700 300 12,300 

旅費交通費 ボリビア国内航空運賃 12,500 11,500 3,300 27,300 

借料損料 
レンタカー代 29,400 19,400 4,500 53,300 

ワークショップ・セミナー会場費 1,400 0 1,400 2,800 

計 147,100 172,600 87,400 407,100 
出所：プロジェクトチーム 

 
(4) 機材供与 

機材の供与実績は表－８のとおり。プロジェクト開始初年度の 2009 年度に全体金額の

約 80％を占める機材が投入された。機材のリストは付属資料 4合同評価報告書APPENDICE 
5-2-1 を参照。 

 
表－８ 機材供与実績 

（単位：日本円） 

年 度 2009 年 2010 年 合 計 

金 額 8,947,630 2,991,448 11,939,078 
出所：プロジェクトチーム 

 
３－３－２ ボリビア側投入 

(1) カウンターパート職員 
本プロジェクトの活動を共にするカウンターパートとしてプロジェクト活動の中核を

担うメンバーは、室長以下 5 名の UPD 職員である。カウンターパートは、プロジェクト実

施期間 37 カ月の間常勤でプロジェクトの活動を担うが、プロジェクトの専任ではなく、

UPD 本来の業務である ABC 全部門に対する道路防災・橋梁維持管理に関する技術的支援

と兼務で実施してきた。 
UPD 室長は 2011 年 5 月に退職し、現在補充のための努力が続けられているが、欠員の

ままプロジェクト実施期間を終えた場合、本来より 10M/M、投入量は少なくなる見込み。 
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表－９ カウンターパート投入実績 

担 当 分 野 氏 名 

投入実績（M/M） 

合 計 
第 1 年次11 

（2009年 3月～

2010 年 3 月） 

第 2 年次 
（2010年 5月～

2012 年 3 月）

プロジェクトダイレクター

（総裁）  
ルイス・サンチェ

ス 
13.00  24.00  37.00  

プロジェクトフォローアップ

責任者（技術本部長） 
レナルド・オシオ

ほか 2 名 
11.00  24.00  35.00  

プロジェクトマネジャー 
（道路保全調整官） 

ホセ、カマルゴ 
ほか 1 名 

13.00  24.00  37.00  

UPD 室長 マルコ・アラヤ 13.00  14.00  27.00  

UPD 橋梁点検 
ヘラルド・キリン

グ 
13.00  24.00  37.00  

UPD 道路設計 マルコ・ゴメス 13.00  24.00  37.00  
UPD 地質 ロドリゴ・セラダ 13.00  24.00  37.00  
水理担当 シンチア・プラド 13.00  24.00  37.00  

合 計 102.00  182.00  284.00  
出所：プロジェクトチーム 

 
(2) 運営コスト負担 

ボリビア側のプロジェクト運営コストはカウンターパートの人件費を含み、これまで

145 万 3,000 米ドルが支出された。プロジェクト開始以来、支出に遅滞はなく、年間支出

額もプロジェクトの活動量に伴い増加傾向にある。 
 

表－10 ボリビア側プロジェクト運営コスト負担実績 

（2011 年 10 月時点） 
（単位：米ドル） 

項 目 2009 年 2010 年 2011 年（10 月時点） 合 計 

人件費 100,000 120,390 84,280  304,670  

人件費以外 8,500 10,390 1,129,120  1,148,010 

合 計 100,000 130,780 1,213,400 1,452,680 
出所：ABC 

 
(3) プロジェクト事務所 

プロジェクト開始当初は日本人専門家の執務室は ABC 本部ではなく、UPD とは別のラ

パス県事務所（現在の北部地域事務所）内に置かれていたが、2010 年 5 月より ABC 本部

内の UPD の隣室に移設された。 
 
 

                                                        
11 JICA とプロジェクト実施を請け負ったコンサルタント企業との契約上の年次の区切り。プロジェクト実施 3 年間を 2 契約

年次に分けられており、投入は主にこの年次区分で分けられている。 
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３－４ 活動実績 

5 つのアウトプットを達成するための各活動は、プロジェクト完了に向け進捗しつつあるが、

アウトプット 2、3、4、5 を達成するためのいくつかの活動に遅れが出ており、プロジェクト終了

予定の 2012 年 3 月末までには完了できないものがある。主な原因は 3 つあり、①ABC 組織改革

の影響による活動の停滞、②カウンターパートの中核メンバーの一人である UPD 室長が 2011 年

5 月に退職したこと、③プロジェクトに関係する外部の活動の遅れの影響、である。①はほぼす

べての活動に影響し、活動のスケジュールが約 6 カ月以上遅延する原因となった。②は主にアウ

トプット 3 と 5 に関連し、道路防災と橋梁維持管理分野の管理技術者認定制度の整備に向けた作

業の遅れにつながった（UPD 室長がこの作業の担当者であったため）。③は活動 4-3 と 5-5 の遅れ

の原因になったもので、ABC が外部発注により開発を進めていた橋梁管理システム（SGP）の技

術評価をプロジェクトで行い、必要に応じチリ共和国（以下、「チリ」と記す）でその活用方法の

研修を行うことになっていたが、SGP は開発が遅れ、現在も完成の見通しが立たない。しかし、

ABC と日本人専門家による現段階での評価では、汎用性の低さなどの理由から、今後 ABC が SGP
を橋梁維持管理に活用することは困難と評価しており、一応の結論を得ている12ため、この結論

をもって活動 4-3 は完了とし、チリでの研修も行わないことを第 6 回 JCC で合意している。活動

実績の詳細は付属資料 4 合同評価報告書 APPENDICE VII-2 を参照のこと。未完了となる見込み

の活動項目を表－11 に示す。 
 

表－11 未完了となる見込みの活動項目 

PDM4 の活動のタイトル 完了見込み 活動遅延の原因 

アウトプット 2（道路防災業務体制が整備される）関連   

2-1 防災情報の更新とシステム運営を行う。 ▲4 ① 

2-2  雨量情報の収集、地滑り観測機器の設置・運営を行う。 ▲4.5 ① 

アウトプット 3（ABC 内の道路防災管理能力が向上する）関連 

3-1 道路防災管理技術者資格制度を整備、制度化する。 ▲4 ①② 

3-2 室内研修を実施する。 ▲4.5 ① 

3-3 UPD が担当する工事において OJT を実施する。 ▲4.5 ① 

3-5  研修とセミナーを行う。 ▲4 ① 

アウトプット 4（橋梁維持管理体制が整備される）関連   

4-3 橋梁管理システム（SGP)のモニタリング・評価を行う。 △5 ③ 

アウトプット 5（橋梁維持管理能力が向上する）関連   

5-1 橋梁維持管理技術者資格制度を整備、制度化する。 ▲4 ①② 

5-2 室内研修を実施する。 ▲4 ① 

5-3 UPD が担当する工事において OJT を実施する。 ▲4 ① 

                                                        
12 上記の状況から、ABC はスイス連邦（以下、「スイス」と記す）の KUBA、日本の橋梁管理システム（Bridge Management System：

BMS）を含む他の橋梁管理システムの導入を検討中 
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PDM4 の活動のタイトル 完了見込み 活動遅延の原因 

5-5  研修とセミナーを行う。  4 チリでの SGP 研修

は③、最終回セミ

ナーについては① 
出所：プロジェクトチーム 

＜凡例＞ 
△：プロジェクト終了までに完了見込み 
▲：プロジェクト終了までには完了不可能。数字は 2012 年 3 月時点の完了見込み。5 を 100％として、4 は 75％

程度の完了度、4.5 はその中間を示す。 
① ABC 組織改革の影響による活動の停滞 
② UPD 室長が 2011 年 5 月に退職したこと 
③ プロジェクトに関連する外部の活動の遅れの影響によるもの 

 
３－５ アウトプットの達成状況 

３－５－１ アウトプット 1 
 

アウトプット 1 「道路防災室（UPD）の活動方針が確立される」 
指 標：UPD の活動指針と ABC 内部での承認書類 

 
(1) アウトプットの概況 

アウトプット 1 がめざすものは、制度レベルの CD で、ABC の内部で道路防災と橋梁維

持管理の技術管理の中核を担う、道路防災室（UPD）の基本的な活動方針と具体的な活動

を明確にする公式文書をつくり、制度基盤を確立することである。UPD は本プロジェクト

開始の前提条件として設立されたが、ABC が予防防災の技術的ノウハウをこれまでもって

いなかったため、プロジェクトが主導して ABC のなかでの UPD の権限を確定し提示する

必要があった。指標がめざしている内容は、表－12 に示すように、① UPD の役割と義務

を定義する「UPD 活動指針」の策定、及び② UPD の具体的な活動内容を示す「UPD 事業

計画」の策定、並びに③ 活動指針の ABC の公式文書としての承認、であり、これらは既

に達成済みである。課題としては、現在進行中の ABC 組織改革の推移をみながら、必要

に応じ①と②の 2 つの文書を更新することである。 
 

(2) 指標の達成状況 
指標は表－12 のとおり、既に達成済み。 
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表－12 アウトプット 1 指標の達成状況 

指標の内容 現状での達成実績 今後の課題 
a)  UPD の役割と義務を定義

する「UPD 活動指針」の策

定 
b) UPD の具体的な活動内容

を示す「UPD 事業計画」の

策定 
c) 上記 a)活動指針の公式な

承認 

a) UPD 活動指針は作成さ

れ、2009 年 7 月の JCC（第

2 回）で ABC 総裁が承認

した13。 
b) UPD 事業計画は 2009 年

10 月に作成され、UPD は

これに基づき、活動を開

始している。 

a) ABC 組織改革に基づく

組織改編が続いている。

したがって、組織改編が

決着した時点で必要に

応じ 2つの文書を見直す

必要がある。 

出所：プロジェクトチーム 
 

３－５－２ アウトプット 2 
 

アウトプット 2 「道路防災業務体制が整備される」 
指 標：道路防災に関する整備された技術ツールの数と内容 

 
(1) アウトプットの概況 

アウトプット 2 がめざすものは、組織レベルの CD の一部で、表－13 に示すように、① 
防災情報データベースシステム、② 雨量観測ネットワーク、③ 道路リスク区間の地形情

報メディア、④ マニュアル・ガイド類、の 4 種類の技術ツールを開発し運用可能な状態

にすることである。これは ABC が UPD を中核として道路防災に関する技術情報を管理し、

ABC 全体への技術普及のための基盤を整備することを意味する。 
4 種類の技術ツール類はプロジェクト終了予定の 2012 年 3 月末までに完成見込みである

が、技術ツール①防災情報データベースシステムのうち、災害台帳、斜面リスクシステム、

雨量観測システムの運用のための実習が未完了となる見込みのため（活動 2-1、2-2）、シス

テムが運用可能な状態になるには、引き続きの投入が必要になる見込み。 
 

(2) 指標の達成状況 
・ 4 種類の技術ツールはすべてプロジェクト終了までに完成する見込み。 
・ 道路防災情報データシステムの、通行性、災害台帳、斜面リスクシステムの 3 種類の

情報は既に ABC ホームページに掲載されている。 
・ 道路防災情報データベースシステムの整備により、ABC 本部で情報を集中管理できる

体制が整いつつある。 
・ 雨量観測システムの完成で、災害と雨量の関係の重要性を把握できるようになりつつ

ある。例えば、サンタクルス県では災害回避のための事前通行止めが既に実施されて

いる。 
・ 各種マニュアル・ガイド類は既に完成しているが、UPD が最終レビューをしており、

                                                        
13 専門家チームは ABC 理事会での UPD 活動指針の承認が正式な手続きであると考えていたが、終了時評価のミニッツ協議の

席上で、プロジェクトマネジャーの道路保全調整官はじめボリビア側評価調査団メンバーから、JCC で ABC のトップとし

て総裁が認めたという事実をもって正式な承認と考えてよいとの強い発言があり、これをもって承認手続きは完了したと合

同評価団は判断することにした。 
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プロジェクト終了までには最終版が完成する見込み。 
・ マニュアルの完成により ABC 内部での技術普及活動を展開するための知的資産が整

うことになる。 
・ 道路防災情報データベースシステムのうち、災害台帳、斜面リスクシステム、雨量観

測システムの 3 つのモジュールについては、それらの運用のための実習が未完了とな

る見込み。 
 

表－13 アウトプット 2 技術ツール別達成状況 

大項目 小項目 
達成状況 

ツール作成 運用実習 

(1) 防災情報データベ

ースシステム 

1) 通行性モジュール* 
2) 災害台帳* 
3) 斜面リスクシステム* 
4) 雨量観測システム** 

完成 
完成見込み 
完成 
完成見込み 

― 
未完了 
未完了 
未完了 

(2) 雨量観測ネットワ

ーク 
1) 19 カ所の自記雨量観測計 
2) 約 100 カ所の簡易雨量計 

完成 
完成 

― 
― 

(3) 道路リスク区間の

地形情報メディア 

1) 道路リスク区間のベースマッ

プ 
完成 ― 

2) 道路リスク区間のハザードマ

ップ 
完成 ― 

(4) マニュアル・ガイ

ド類 

1) 道路防災管理マニュアル 
2) 道路防災対策工設計ガイド 
3) 斜面災害調査・観測ガイド 
4) 斜面点検ガイド 
5) 道路災害記録ガイド 
6) 道路災害 DB システムの運用ガ

イド 
7) 雨量観測ガイド 

完成見込み 
完成見込み 
完成見込み 
完成見込み 
完成見込み 
完成見込み 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

出所：プロジェクトチーム 
（注）*ABC が独自で開発したシステムにプロジェクトで開発した情報をリンクさせた。 

**プロジェクトが新たに開発 
 

３－５－３ アウトプット 3 
 

アウトプット 3 「ABC 内の道路防災に関する技術が向上する」 
指 標：道路防災についての知識・技術の蓄積度 

 
(1) アウトプットの概況 

アウトプット 3 がめざすものは、個人と組織の両方の CD で、アウトプット 2 で整備し
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た道路防災の技術ツール類を活用しながら、技術研修、OJT、通常業務での技術支援14を行

い、①UPD メンバーの中核的人材としての技術力向上、②UPD メンバーの 研修講師とし

ての CD、③プロジェクトの重点区間を管轄する 4 県の ABC 事務所15の技術者の技術力向

上、④ ABC 職員全体への予防防災の概念の普及と UPD の存在の広報16、である。また、

あわせて⑤研修受講を完了したものを修了認定する内部資格制度を構築することで、ABC
内部の技術力向上のための仕組みづくりをめざす17。 

研修は 2 段階のカスケード構造になっており、まず日本人専門家が UPD メンバーに対し

研修を実施、続いて UPD メンバーは 4 県事務所の技術者に対し研修を行う。 
作成された資格制度骨子は第 5 回 JCC（2010 年 11 月）と第 6 回 JCC（2010 年 11 月）で

2 回に分けて承認された18。UPD の道路防災に関する知識と技術は蓄積され、研修講師を

務められるまでになった。さらに、UPD が講師となった研修の参加者、延べ 180 名のうち

約 83％の 149 名が理解できたと回答していることから、UPD は日本人専門家から移転され

た技術内容をよく理解し、受講者に伝えられていると考えられる。 
課題としては、ABC 組織改革の影響で、活動 3-3 のパイロット工事の準備が遅れたため、

OJT と OJT の結果を反映させた研修実施（活動 3-2、3-5 の一部）が遅滞し未実施となる見

込み。その結果、パイロット工事に関する技術の向上は達成されていないことになる。 
 

(2) 指標の達成状況 
・ 道路防災管理技術者資格制度の骨子を作成し、JCC で承認された。 
・ 研修が完了していないため、研修修了認定はプロジェクト期間内には未達成の見込み。 
・ 日本人専門家による UPD への研修は 81％を終了 
・ UPD による 4 県事務所技術者に対する研修は 50％を終了 
・ UPD による ABC 職員向けセミナーは 4 回のうち 2 回を実施済み 
・ OJT は予定 16 回のうち 63％に相当する 10 回を終了 
・ 日本人専門家による UPD に対する通常業務における技術支援はこれまで 4 件を実施 
・ 技術手帳はプロジェクト終了までに発行見込み 
・ このアウトプットの達成を通じて ABC の道路防災に関する技術が向上しつつある。

例えば、UPD の道路防災に関する知識・技術は蓄積し、地方研修で講師を行えるまで

になった。 
・ 地方支所の研修後のアンケート調査によれば、研修内容を理解していると回答した受

講者は全体で 83％である。 
 
 
 
                                                        
14 UPD が日常業務で直面した技術的問題に、日本人専門家が解決のためのアドバイスをする。 
15 ラパス、サンタクルス、コチャバンバ、タリハの 4 県にある事務所。プロジェクト開始当初はそれぞれ県事務所という名称

だったが、組織改革により、ラパスは北部地域事務所、サンタクルスは中央東部地域事務所に再編された。 
16 この背景は 3-2 プロジェクト実施プロセスの（3）参照 
17 資格制度について、当初は日本の道路防災管理技術者講習会制度を参考にし、公的資格とすることも視野に入れていたが、

そのためには ABC 設立法に定める権限の改訂が必要であること、法手続きには政治的調整も含むことが分かり、実現が難

しいことから、研修修了認定の内部資格にとどめることになった。 
18 2010 年 11 月 8 日第 5 回 JCC では、制度を制定することに関して、第 6 回 JCC では制度の内容について、それぞれ専門家チ

ームと ABC 総裁が合意した。 
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表－14 日本人専門家による UPD に対する研修（道路防災分野） 

分 野 コース数 コース名 
開催回数 

計画 実績 残り 

道路防災 8 コース 

道路防災管理概要 7 7 0 

リスク区間設定 2 1 1 

災害記録 6 4 2 

雨量観測 8 7 1 

地滑り観測 10 7 3 

道路防災データベースシステム 6 6 0 

道路防災対策工設計 15 11 4 

重点区間での現場研修 5 5 0 

計 59 48（81％） 11（19％） 
出所：プロジェクトチーム 

 
表－15 UPD による 4 県事務所技術者に対する研修（道路防災分野） 

分 野 コース名 
開催日数（日） 受講者（名） 

計画 実績 計画 実績 

道路防災 
室内研修 

16 8（50％） 80 40（50％） 
現場研修 

出所：プロジェクトチーム 
 

表－16 UPD による ABC 職員向けセミナー（道路防災分野） 

分 野 コース名 
開催日数 受講者 

計画 実績 計画 実績 

道路防災 セミナー 4 2 200 119 
出所：プロジェクトチーム 

 
表－17 日本人専門家による UPD に対する OJT（道路防災分野） 

分 野 コース数 コース名 
開催回数 

計画 実績 残り 

道路防災 5 コース 

調査 3 3 0 

設計・積算 5 5 0 

設計図書・入札業務 2 2 0 

工事 4 0 4 

完成 2 0 2 

計 16 10（63％） 6（37％） 
出所：プロジェクトチーム 
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表－18 日本人専門家による UPD に対する通常業務における技術支援（道路防災分野） 

分 野 年 度 2009 年 2010 年 2011 年/10 月まで 

道路防災

支援回数 1 1 2 

要請県事務所 ① コチャバンバ ① コチャバンバ
① サンタクルス 
② ラパス 

支援日 ① 2009.10.6 ① 2010.12.20 
① 2011.1.17 
② 2011.1.27 

対象路線 ① 国道 4 号 ① 国道 4 号 
① 国道 7 号 
② 国道 3 号、25 号 

災害 ① 地滑り ① 路肩崩壊 
① 地滑り 
③ 路肩崩壊、土砂移動

出所：プロジェクトチーム 

 
表－19 4 県事務所技術者の研修の理解度（道路防災分野） 

分野 理解度 
タリハ県 

コチャバンバ

県 
サンタクルス

県 
ラパス県 合 計 

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 

道路 
防災 

理解できた 25 69.4 53 82.8 36 81.8 35 97.2 149 83 

どちらともい

えない 
10 27.8 9 14.1 2 4.5 1 2.8 22 12.2 

理解できなか

った 
1 2.8 2 3.1 6 13.6 0 0.0 9 5.0 

合 計 36 64 44 36 180
出所：プロジェクトチーム 

 
３－５－４ アウトプット 4 

 
アウトプット 4 「橋梁維持管理体制が整備される」 
指 標：橋梁維持管理に関する整備された技術ツール類の数と内容 

 
(1) アウトプットの概況 

アウトプット 4 はアウトプット 2 とほぼ同じ枠組みの、組織レベルの CD の一部である。

めざすものは、表－20 に示すように、橋梁維持管理システム、マニュアル・ガイド類、の

2 種類の技術ツールを開発し運用可能な状態にすることで、ABC が UPD を中核として橋

梁維持管理に関する技術情報を管理し、ABC 全体に技術を普及するための技術的基盤を整

備することを意味する。 
2 種類の技術ツール類はプロジェクト終了予定の 2012 年 3 月末までに完成見込みである。

このうち、橋梁管理システム（SGP）は ABC がヨーロッパ連合（European Union：EU）の

資金協力を得てコンサルタントへの委託契約により開発中で、本プロジェクトで完成した

SGP の技術評価報告書を作成し、必要に応じその活用のための技術支援を行う予定であっ

た。評価レポートは完成し、その結果、今後 ABC が SGP を橋梁維持管理に活用すること

は困難と評価し、以降のプロジェクトによる技術支援は不要という結論を得ているため、
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SGP に関するアウトプットは達成されたといえる19。 
 

(2) 指標の達成状況 
・ SGP に関するプロジェクトのアウトプットである技術評価レポートはほぼ完成し、2012

年 3 月までに ABC に提出される予定。内容については既に ABC と合意を得ている。 
・ 橋梁工事竣工図データマップが完成し、全国約 800 の橋梁の維持管理を継続するため

の技術ツールが整った。 
・ 5 種類のマニュアル・ガイド類は既に完成しているが、UPD が最終レビューをしてお

り、プロジェクト終了時までには最終版が完成する見込み。これにより、ABC 内部で

の技術普及のための知的資産が整うことになる。 
 

表－20 アウトプット 4 技術ツール別達成状況 

大項目 小項目 
達成状況 

ツール作成 
評価レポート 

作成 
(1) 橋梁維持管理

システム 
1) SGP（ABC が独自に開発） 
2) 橋梁工事竣工図データマップ 

ABC 独自に開発予定 
完成 

完了予定 
― 

(2) マニュアル・

ガイド類 

1) 橋梁工事竣工図データベース

目録 
2) 橋梁点検ガイド 
3) 橋梁防災補修・補強ガイド 
4) 日常点検ガイド（案） 
5) 橋梁点検器材取扱マニュアル 

完成予定 
 
完成予定 
完成予定 
完成予定 
完成予定 

― 
 
― 
― 
― 
― 

出所：プロジェクトチーム 
 

３－５－５ アウトプット 5 
 

アウトプット 5 「橋梁維持管理能力が向上する」 
指 標：橋梁維持管理についての知識・技術の蓄積度 

 
(1) アウトプット達成の概況 

アウトプット 5 がめざすものは、アウトプット 3 と共通の枠組みで、個人と組織の両方

の CD である。アウトプット 4 で整備した橋梁維持管理の技術ツール類を活用して、技術

研修、OJT、通常業務での技術支援を行い、①UPD メンバーの中核的人材としての技術力

向上、②UPD メンバーの研修講師としての CD（能力開発）、③ プロジェクトの重点区間

を管轄する 4 県の ABC 事務所の技術者の技術力向上、④ABC 職員全体への橋梁維持管理

上の基本概念の普及と UPD の存在の広報を行うこと（アウトプット 3 と共通）である。ま

た、あわせて⑤研修受講を完了したものを修了認定する内部資格制度を構築することで、

ABC 内部の技術力向上のための仕組みづくりをめざす20。 

                                                        
19 SGP に関する経緯は、「3-4 活動実績」の記述を参照 
20 資格制度について、当初は日本の類似の制度を参考にし、公的資格とすることも視野に入れていたが、ABC 設立法に定め

る権限の改定が必要になり、法手続きには政治的調整も含むことから、研修修了認定の内部資格にとどめることになった。 
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研修は 2 段階のカスケード構造になっており、まず日本人専門家が UPD メンバーに対し

研修を実施、続いて UPD メンバーは 4 県事務所の技術者に対し研修を行う。 
作成された資格制度骨子は第 5 回 JCC（2010 年 11 月）と第 6 回 JCC（2010 年 11 月）で

2 回に分けて承認された。UPD の橋梁維持管理に関する知識と技術は蓄積され、研修講師

を務められるまでになった。さらに、UPD が講師となった研修の参加者、延べ 90 名のう

ち 90％の 81 名が理解できたと回答していることから、UPD は日本人専門家から移転され

た技術内容をよく理解し、受講者に伝えられていると考えられる。 
課題としては、ABC 組織改革の影響で、活動 5-3 のパイロット工事の準備が遅れたため、

OJT と OJT の結果を反映させた研修実施（活動 5-2、5-5 の一部）が遅滞し未実施となる見

込み。その結果、パイロット工事に関する技術の向上は達成されていないことになる。 
 

(2) 指標の達成状況 
・ 橋梁維持管理技術者資格制度の骨子を作成し、JCC で承認された。 
・ 研修が完了していないため、研修修了認定はプロジェクト期間内には未達成の見込み 
・ 日本人専門家による UPD への研修は 83％を終了 
・ UPD による 4 県事務所技術者に対する研修は 50％を終了 
・ UPD による ABC 職員向けセミナーは 4 回のうち 2 回を実施済み 
・ OJT は予定 16 回のうち 67％に相当する 12 回を終了 
・ 日本人専門家による UPD に対する通常業務における技術支援はこれまで 6 件を実施 
・ 技術手帳はプロジェクト終了までに発行見込み 
・ このアウトプットの達成を通じて ABC の橋梁維持管理に関する技術が向上しつつあ

る。例えば、UPD の橋梁維持管理に関する知識・技術は蓄積し、地方研修で講師を行

えるまでになった。 
・ 地方支所の研修後のアンケート調査によれば、研修内容を理解していると回答した受

講者は全体で 90％である。 
 

表－21 日本人専門家による UPD に対する研修（橋梁維持管理分野） 

分 野 コース数 コース名 
開催回数 

計画 実績 残り 

橋梁維持管理 6 コース 

橋梁点検の種類と点検方法 5 5 0 

橋梁点検/診断/記録 4 4 0 

橋梁管理システム（SGP） 2 2 0 

補修補強等の対策工（計画・設計） 17 17 0 

設計図書・入札業務 5 3 2 

橋梁補修工事監理/竣工検査 5 0 5 

重点区間での現場研修 4 4 0 

計 42 35（83％） 7（17％） 
出所：プロジェクトチーム 
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表－22 UPD による 4 県事務所技術者に対する研修（橋梁維持管理分野） 

分 野 コース名 
開催日数（日） 受講者（名） 

計画 実績 計画 実績 

橋梁維持管理 
室内研修 

16 8（50％） 80 40（50％） 
現場研修 

出所：プロジェクトチーム 
（注）タリハ県、サンタクルス県、コチャバンバ県、ラパス県の 4 県で実施 

 
表－23 UPD による ABC 職員向けセミナー（橋梁維持管理分野） 

分 野 コース名 
開催日数 受講者 

計画 実績 計画 実績 
橋梁維持管理 セミナー 4 2 200 119 

出所：プロジェクトチーム 

 
表－24 日本人専門家による UPD に対する OJT（橋梁維持管理分野） 

分 野 コース数 コース名 
開催回数 

計画 実績 残り 

橋梁維持管理 4 コース 

橋梁補修計画/設計 4 4 0 
設計図書・入札業務 8 8 0 
橋梁補修工事監理 4 0 4 
竣工検査 2 0 2 

計 18 12（67％） 6（33％） 
出所：プロジェクトチーム 

 
表－25 日本人専門家による UPD に対する通常業務における技術支援依頼（橋梁維持管理分野） 

分 野 年 度 2009 年 2010 年 2011 年 

橋梁維持

管理 

支援回数 1 3 2 

要請県事務所 ①タリハ 
①ベニ 
②サンタクルス 
③コチャバンバ 

①サンタクルス 
②コチャバンバ 

支援日 ①2009.5.19～21 
①2010.7.22～23 
②2010.11.3 
③2010.11.4 

①2011.7.8 
②2011. 

対象橋梁 ①ペリカノ橋 

①サングレゴリオ

橋ほか 2 橋 
②タルマ､サンクリ

ストバル橋 
③グムシオ橋 

①タルマ橋 
②グムシオ、スピリ

ットサントⅡ･Ⅲ

橋、アンタワカナ

橋 

技術内容 ①火災後の耐荷力 
①洗掘対策 
②浸食対策 
③導流堤の影響 

①浸食対策 
②洗掘、補強の基礎

調査 
出所：プロジェクトチーム 
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表－26 4 県事務所技術者の橋梁維持管理研修の理解度（橋梁維持管理分野） 

分野 理解度 
タリハ県 

コチャバンバ

県 
サンタクルス

県 
ラパス県 合 計 

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 

橋梁

維持

管理

理解できた 18 100.0 25 78.1 20 90.9 18 100.0 81 90.0 
どちらともい

えない 
0 0.0 7 21.9 0 0.0 0 0.0 7 7.8 

理解できなか

った 
0 0.0 0 0.0 2 9.1 0 0.0 2 2.2 

合 計 18 32 22 18 90 
出所：プロジェクトチーム 

 
３－６ プロジェクト目標達成の見通し 

３－６－１ プロジェクト目標の指標 1 
（ABC の道路防災・橋梁維持管理体制の制度基盤の構築） 
 

指標 1：ABC における道路防災、橋梁維持管理体制の確立と UPD の役割の明文化 

 
(1) 指標の達成状況 

この指標は、UPD 活動指針、及び UPD 事業計画案を策定し、ABC 総裁の承認を得るこ

とで、制度基盤を確保することをめざしている。指標は以下のように達成され、プロジェ

クトでめざしていたレベルでの制度基盤は確立されたといえる。 
・ UPD 活動指針が 2009 年 7 月に、UPD 事業計画案は 2009 年 10 月にそれぞれ完成し、

UPD の役割は明文化された。 
・ UPD 活動指針は 2009 年 7 月の JCC で総裁に承認された。 
 

(2) 指標の達成がもたらしたアウトカム21 
上記指標が達成されたことにより、UPD が ABC 他部門と連携しながら道路防災と橋梁

維持管理の業務に専念できる体制が整いつつある。例えば、プロジェクト開始当初、UPD
は道路保全部の一部で固有の配分予算がなく、予算に裏づけられた活動計画が立てられな

い状況だった。しかし 2009 年中に活動指針と活動計画が策定されて以降、表－27 のよう

に、UPD 固有の予算が確保され、活動量の増加に対応して予算も増加基調になっている。 
 

表－27 UPD 予算配分額の推移 

単位：US＄ 

項 目 2009 年 2010 年 2011 年（10 月まで） 合 計 

人件費 100,000 120,390 84,280 304,670 

人件費以外 8,500 10,390 1,129,120 1,148,010 

合 計 108,500 130,780 1,213,400 1,452,680 
出所：ABC 

                                                        
21 指標の達成により引き起こされた人の行動変容や組織の業績の変化 
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UPD の存在が ABC 総裁に正式に承認され、ABC 内部で認められたことにより、以下の

ように ABC 内部から UPD に対して、技術支援の依頼が増加した。 
 

表－28 UPD が ABC 内部から受けた相談件数（2 分野） 

分野別 相談分野 2009 年 2010 年 2011 年（10 月時点） 

道路防災 

斜面関係 4 6 11 

設計関係 2 1 1 

雨量関係 1 2 1 

小 計 7 9 13 

橋梁維持管理 

診断/補修関係 6 3 3 

橋梁防災関係（洗掘、浸食） 1 3 3 

小 計 7 6 6 

合 計 14 15 19 
出所：UPD 

 
３－６－２ プロジェクト目標の指標 2 

（雨量観測ネットワークの構築） 
 

指標 2：雨量観測ネットワークの稼働状況と雨量情報の発信形態 

 
(1) 指標の達成状況 

この指標は、UPD により自記雨量計を使った雨量観測ネットワークが全国規模で構築さ

れ、ABC の地方事務所と連携しながら連続雨量データを継続的に収集できる状態となるこ

とをめざしている。達成状況は以下のとおりで、雨量観測ネットワークは構築され稼働し

ているが、維持管理に関して今後留意すべき課題もみられた。 
・ 全国に 19 の自記雨量計と 100 の簡易雨量計が設置された。 
・ 19 の自記雨量計の設置箇所は、ABC の施設敷地内のほか、民家の敷地内などに管理

を委託して設置している。 
・ ABC の各地域事務所、県事務所のスーパーバイザーにより連続雨量データが継続的に

回収されている22。 
・ 終了時評価調査団が視察したコチャバンバ県 Lima Tambo 地点の自記雨量計は、機材

内に落ち葉が詰まり、十分に計測できない状態であった23。 
 

(2) 指標の達成がもたらしたアウトカム 
19 カ所の自記雨量計が設置されたことで、道路防災のための基礎的情報となる連続雨量

データを年間を通じて計測できる体制が整った。収集された 2010 年の年間連続雨量デー

                                                        
22 2010 年 1 月の ABC 保全部調整官から各地方事務所長宛の公式レターにより、2 週間に 1 回のデータ送信をスーパーバイザ

ーの役割として指示している。 
23 維持管理方法に関しては雨量観測ガイドに記載しているほか、第 1 回の地方研修でも研修済み。さらに、今回の終了時評価

の提言に沿い、各雨量計の管理者を決めるように専門家がカウンターパートに指示しているところで、管理責任者がフォロ

ーアップエンジニア（ABC 正規職員）かスーパーバイザー（委託者）になるかは、事務所の管理体制により異なる模様 
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タは、『UPD 雨量年報 201024』として既に発行された。 
 

３－６－３ プロジェクト目標の指標 3 
（斜面リスクと災害情報の収集・分析能力の開発） 
 

指標 3：重点区間のリスク地点のリスト内容と道路災害台帳の点検箇所 

 
(1) 指標の達成状況 

この指標は UPD が専門家の指導の下で、以下の 2 つの面の技術力をもつことをめざして

いるが、いずれも活動 2-1 の遅延によりアウトプット 2 の一部が未達成のため、このプロ

ジェクト目標の指標は未達成となる見込み。 
 

① 表－29 の 1) ～4) に示すような手順で斜面リスク地点の選定と評価方法を学び、継続

的にリスクに関する診断ができるようになること。 
 

表－29 重点区間のリスク地点の診断 

活動の細目 Avance 

1) リスク地点の選定方法の検討 完了 

2) リスク地点選定の研修 完了 

3) リスク地点の選定 完了見込み 

4) リスク地点の見直し 未完了 
出所：プロジェクトチーム 

 
② 表－30 の 1) ～4) に示すような手順で道路防災台帳の情報を更新し、降雨情報との因

果関係を学び災害予測を立てる方法論を知ること。 
 

表－30 道路災害台帳の更新/管理/保存/情報提供 

活動の細目 進捗  

1) 災害記録の実施法、管理方法の検討 完了 

2) 災害記録の研修 完了 

3) 災害記録の実施 未完了 

4) 雨と災害の関係の検討 未完了 
出所：プロジェクトチーム 

 
３－６－４ プロジェクト目標の指標 4 

（道路防災情報データベースシステムの構築） 
 

指標 4：道路防災情報データベースシステムの完成されたモジュール数とデータの蓄積量 

 
                                                        
24 原語名：Datos Pluviográficos Recopilados 2010, UPD 
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(1) 指標の達成状況 
この指標は、①通行性、②災害台帳、③斜面リスクシステム、④雨量システムの 4 つの

モジュールから成る、道路防災情報データベースシステムを完成することをめざしている。 
達成状況は表－31 のとおりで、モジュールにより開発の進捗度合いは異なるが、いずれ

もプロジェクト終了までにモジュール本体の開発とデータの蓄積は完了し、この指標は達

成される見込み。この指標の達成により、ABC の中央で全国の防災情報を管理・モニタリ

ングできるようになる。 
 

表－31 防災情報データベースシステムの完成状況 

モジュール名 完成状況 データ蓄積状況 

1) 通行性、 完成 完了見込み 

2) 災害台帳 完成 完了見込み 

3) 斜面リスクシステム、 完成見込み 完了見込み 

4) 雨量システム 完成見込み 完了見込み 
出所：プロジェクトチーム 

 
３－６－５ プロジェクト目標の指標 5 

（マニュアル類の整備） 
 

指標 5：道路防災、橋梁維持管理に必要なマニュアル類の数と内容 

 
(1) 指標の達成状況 

この指標は、技術ツールのうち、道路防災分野で 7 編、橋梁維持管理分野で 5 編のマニ

ュアル・ガイドを作成し、ABC が全国で道路防災、橋梁維持管理の技術を普及するための

形式知が整備されることをめざしている。達成状況は表－32 のとおりで、計 12 編のマニ

ュアルのうち、道路防災管理マニュアル、道路災害データベースシステムの運用ガイドの

2 つは 2012 年 3 月までに完成する予定。ほかは 2011 年 10 月に完成済み。したがって、こ

の指標は達成される見込みである。 
終了時評価調査団が 2011 年 11 月上旬に訪問した、ABC の中央東部地域事務所、北部地

域事務所、コチャバンバ県事務所のいずれでも、マニュアルまたはそのドラフトを使った

研修は実施されているが、マニュアル・ガイド本体はまだ配布されていなかった。UPD に

よれば、マニュアル・ガイドは UPD 内部で最終レビューをしており、プロジェクト終了ま

でには最終版を配布予定とのことであった。 
 

表－32 マニュアル類の完成状況 

分 野 名 称 完成状況 

(1) 道路防災 

1) 道路防災管理マニュアル 
2) 道路防災対策工設計ガイド 
3) 斜面災害調査・観測ガイド 
4) 斜面点検ガイド 

完成見込み 
完成済み 
完成済み 
完成済み 
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5) 道路災害記録ガイド 
6) 道路災害 DB システムの運用ガイド 
7) 雨量観測ガイド 

完成済み 
完成見込み 
完成済み 

(2) 橋梁維持管理 

1) 橋梁工事竣工図データベース目録 
2) 橋梁点検ガイド 
3) 橋梁防災補修・補強ガイド 
4) 日常点検ガイド（案） 
5) 橋梁点検器材取扱マニュアル 

完成済み 
完成済み 
完成済み 
完成済み 
完成済み 

出所：プロジェクトチーム 
 

３－６－６ プロジェクト目標の指標 6 
（研修修了資格認定制度の確立と修了者の認定） 

 

指標 6：道路防災、橋梁維持管理技術者資格制度の内容と認定された技術者数 

 
(1) 指標の達成状況 

この指標がめざすものは、道路防災、橋梁維持管理技術者資格制度を構築し ABC 総裁

の承認を受け、プロジェクトの研修修了者に対し修了認定を行うことで、ABC 職員の技術

力を一定レベルに引き上げるためのモチベーション向上の仕組みをつくることである。達

成状況は以下のとおりで、制度骨子は作成され JCC で公認を受けたが、研修が完了してい

ないため、修了認定がまだ行われていない。残った研修はパイロット工事での OJT の内容

を反映したものとするため、プロジェクト期間内には完了できない見込み。 
・ 資格制度骨子を作成し、第 5 回 JCC（2010 年 11 月）と第 6 回 JCC（2010 年 11 月）で

承認された。 
・ 研修が完了していないため、研修修了認定は未完了 
・ 認定された技術者はまだいない。 

 
資格制度について、当初は日本の道路防災管理技術者講習会制度を参考にし、公的資格

とすることも視野に入れていたが、そのためには ABC 設立法に定める権限の改訂が必要

であること、法手続きには政治的調整も含むことが分かり、実現が難しいことから、研修

修了認定の内部資格にとどめることになった。 
 

３－６－７ プロジェクト目標の指標 7 
（UPD、ABC 地方支所の技術者の能力開発） 

 

指標 7：UPD、地方支所の技術者の研修内容と研修受講者の理解度 

 
(1) 指標の達成状況 

この指標がめざすものは、日本人専門家が UPD に行う研修と UPD が対象 4 県の ABC
事務所の技術者に対して行う研修による、UPD と 4 県事務所技術者の能力開発である。  
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既述のとおり、すべての研修をプロジェクト期間内に実施することはできず、能力開発は

完了できないことになる25。一方、終了時評価時点で実施済みの研修については、4 県事務

所の受講者のうち、研修内容を理解できた者は、道路防災分野で 83％、橋梁維持管理分野

で 90％と高い。UPD の 5 名26のメンバーの理解度はテスト、アンケートなどで計測してい

ない27が、4 県で講師を務め参加者の高い理解度を得ていることから、UPD 自身の理解度

も非常に高いと推察される。 
・ 研修内容を理解していると回答した受講者は、道路防災分野で約 83％、橋梁維持管理

分野で 90％である（「３－５ アウトプットの達成状況 ３－５－３ アウトプット

3」と「３－５－５ アウトプット 5」を参照）。 
・ この数値から、UPD と 4 つの地方事務所職員の研修内容に対する理解度が高いことが

推察される（同上）。 
・ 地方での研修の開催回数は両分野とも全体で 50％の完了度合い（同上） 
・ この指標が達成されると、道路防災と橋梁維持管理に関する以下の能力が開発または

向上することになる。 
① UPD の当該分野での技術的問題の解決能力 
② UPD が今後 ABC 全体に対して、当該分野の研修を独自で行う能力 
③ ABC の地方支所の技術者の当該分野の問題発見能力 

 
３－６－８ プロジェクト目標の指標 8 

（実際の工事での技術管理能力の開発） 
 

指標 8：パイロット工事に至る作業内容と完成した工事の品質 

 
(1) 指標の達成状況 

この指標がめざすものは、研修を通じた座学による知識のインプット中心の能力開発に

対し、それらの知識を活用しながらパイロット工事での OJT を通じて、実際の工事での調

査、設計・積算、入札、工事管理、竣工検査の各ステップに必要な実践的能力を開発する

ことである。本プロジェクトの前フェーズにあたる開発調査28がめざしてきたテーマであ

る「ABC の技術者が委託工事の監理を担う際に必要で適切な技術的判断ができる能力の開

発」という意味では、この指標はプロジェクト目標の中核的内容を示すものといえる。し

かし、アウトプット 3 と 5 の項で述べたように ABC の組織改革により、道路防災分野 2
件、橋梁維持管理分野 2 件の計 4 件のパイロット工事の実施が遅れており、プロジェクト

期間終了までにこの指標は達成されない見込み。 
・ 4 つのパイロット工事は進捗度の差はあるが、UPD と日本人専門家の共同作業で作業

を進めている最中。 
・ 進捗状況は表－33 のとおりで、プロジェクト期間終了までにはいずれの工事も完了し

                                                        
25 各研修の実施回数と残りの回数は「３－５ アウトプットの達成状況」の３－５－３と３－５－５を参照。 
26 2011 年 5 月の UPD 室長の退職以降は 4 名。 
27 UPD は ABC のなかで本プロジェクトのために選抜され配置されたいわば選りすぐりのメンバーでプライドが非常に高く、

テストなどにより理解度を計測することは、日本人専門家との信頼関係を損なうため、行っていない。 
28 主要国道道路災害予防調査 2005~2007 
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ない。 
・ パイロット工事での OJT を通じてこの指標が達成されると、UPD の以下のような能力

が開発されることが期待される。 
① より高いレベルで、工事の品質管理が行える。 
② パイロット工事で採用した未経験の工法について設計・施工監理できる。 
 

表－33 2011 年 3 月でのパイロット工事の進捗予測（2 分野） 

工 程 期待される能力向上の内容 
道路防災 橋梁維持管理 

1 号線 
（TRJ） 

4 号線 
（CBB） 

7 号線

（CBB） 
7 号線 

（SCZ） 

調 査 
UPD スタッフが、工事実施個所の状況を的確

に把握し、適正な調査計画が立案できる。 
        

設計・積算 
UPD スタッフが、設計・積算に関するプロセ

スを理解し、適正な設計・積算業務が行われ

ているかを判断できる。 
  

 
    

入 札 
UPD スタッフが、入札業者選定における技術

的アドバイスを、入札実施部署に提案できる。
  ―29   

 

工事監理 
UPD スタッフが、工事における品質管理のプ

ロセスを理解し、請負業者に対して適格な指

示ができる。 
 

―   
 

竣工検査 
UPD スタッフが、工事の完成度を適正に検査

できる。  
― 

  
TRJ:タリハ県、CBB:コチャバンバ県、SCZ：サンタクルス県 出所：プロジェクトチーム 
 
３－７ 上位目標達成の見通し 

 

上位目標 「国道が恒常的に通行可能になる」 
指 標：幹線道路の道路閉鎖箇所数、期間が減じられる。 

 
(1) 上位目標の達成状況 

この上位目標は、プロジェクトにより向上した ABC の技術能力を活用し、全国の国道で

適切な道路防災工事や橋梁維持管理工事が実施されることによって発現する。一方、プロジ

ェクトは、このような適切な工事監理のために、① 制度基盤づくり、② 組織内部の知的資

産や技術ツール整備、③ 技術者個人の技術力開発のためのコア人材づくり、を行って、今後

ABC 全体での能力開発を展開するための基盤づくりまでをめざしている。したがって、現時

点ではプロジェクトの直接のインパクトにより、上記指標が劇的に改善する時期ではないが、

以下のような上位目標の発現が既に確認されている。 
・ 国道 4 号線コチャバンバ県 El Sillar では、2007 年 12 月から 2008 年にかけて 121 ㎞地点

で約 2 カ月間、災害による通行止めが発生した。2009 年初めには 116 ㎞地点で 1 カ月強

                                                        
29 4 号線コチャバンバ県のパイロット工事では大規模地滑り対策工の調査、設計、積算までの工程の OJT を予定しており、施

工にかかわる入札、工事監理、竣工検査は含まない。 
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の通行止めが起きた。2010 年末から 2011 年初めにかけての雨期では百年に一度の規模

の降雨があったにもかかわらず、通行止めは 15 日間（114 ㎞地点と Espiritu Santo III 橋）

のみであった。ABC コチャバンバ県事務所によれば、プロジェクトの研修内容やマニュ

アルの活用により、斜面災害のリスクが潜在している区間を把握し、事前にある程度の

対策がとれるようになったことで通行止めの日数が減少したとのこと。 
・ 2010 年末から 2011 年初めにかけての雨期には、雨期前にリスクを把握し、必要な予防

対策工事に向けた準備を開始していた地点で、工事開始前に災害が発生した。しかし、

リスクの内容や必要な対策工の検討、工事に向けた業者との契約手続きなどがほぼ完了

していたので、すぐに緊急対策工事を開始することができ、通行止めの期間は 12 時間で

済んだ。 
 

(2) 上位目標達成に向かうインパクト 
上位目標達成に有効なプロジェクト由来のインパクトが、以下のように確認されており、

上位目標は達成の道筋にあると考えられる。 
 

表－34 上位目標達成に向かうインパクト 

プロジェクトによる 
一次的なインパクト 

プロジェクトとの因果関係 期待される二次的なインパクト 

1) 国庫予算による国道 1
号線 TJ03 区間（タリ

ハ県）道路保全工事 

・ タリハ -ベルメホ間のリス

ク地点の工事内容につい

て、UPD や専門家チームの

意見を取り入れた。 

・ この工事が完成すれば、こ

の区間の道路封鎖は減少

する。 

2) 国庫予算による国道 4
号線コチャバンバ側

道路修復安定化工事 

・ コラニ～ビーリャ・トゥナ

リ間のリスク地点の対策工

（地滑り、橋梁洗掘）につ

いて、UPD や専門家チーム

の支援を受けた。 

・ この工事が完成すれば、こ

の区間の道路封鎖は減少

する。 

3) ア ン デ ス 開 発 公 社

（CAF）災害復旧資金

によるサンタクルス

県での 7号線改良工事 

・ プロジェクトの提言と助言

を活用し、地滑り地帯、土

石流地帯を迂回するルート

を計画し、現在工事中。 

・ この工事が完成すれば、こ

の区間での道路閉鎖は完

全になくなる。 

4) JICA 無償資金協力事

業によるサンタクル

ス県での 7号線斜面防

災工事 

・ プロジェクトで行った、斜

面リスク診断に基づき、

UPD が工事箇所を選定し、

日本政府に資金協力を要請

した。現在準備調査実施中。 

・ この工事が完成すれば、こ

の区間での道路閉鎖は飛

躍的に減少する。 

5) 4 号線サンタクルス県

イチロー川付近での

事前通行止めの実施 

・ プロジェクトで作成したマ

ニュアルと雨量観測ネット

ワークを使って、災害を予

知し、2011年 2月と 10月に、

ABC として初めて事前通行

止めを実施した。 

・ 他の地区に、この対処方法

を拡大することにより、二

次災害を減らすことがで

きる。 
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6) 国家気象水文サービ

ス（SENAMHI）との

雨量データ相互提供

の協定を準備中 

・ プロジェクトの雨量観測ネ

ットワークを使って得られ

た雨量データを SENAMHI
に提供することで、データ

の相互提供が可能になる見

込み。 

・ SENAMHI が提供する全国

雨量データを活用して、

ABC の工事でより適切な

施工監理が可能になる。 
・ SENAMHI のデータを ABC

の事前通行止めや道路防

災工事の設計に活用する

ことが可能になる。 
7) ABC コチャバンバ県

事務所とサンシモン

大学水理研究所との

河川浸食、洗掘に関す

る共同研究の協定の

締結（2011 年 10 月） 

・ プロジェクトで行った道路

防災、橋梁維持管理に関す

る地方研修や通常業務によ

る技術支援を通して、ABC
コチャバンバ県事務所の技

術者が予防防災の重要性

を、深く認識し、より高い

インパクトが期待できる方

策の準備を開始したとこ

ろ。 

・ 大学の研究所と河川浸食、

洗掘のメカニズムを共同

研究することにより、道路

防災、橋梁維持管理に関す

る効果的な対策が実施可

能となる。 

出所：プロジェクトチーム 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性 
以下に示すような点で、プロジェクトの妥当性は非常に高い。 
 
(1) ボリビア国家開発計画との合致 

「ボリビア国家開発計画 2006-2011」のなかで、4 つの開発の柱30のうち「生産力向上」

の柱、さらにそのなかの生産性・競争力強化という政策課題において、流通等のインフラ

整備を支援するものとして、本プロジェクトは 2009 年に開始された。プロジェクト開始

以来、ボリビア政府の国家開発政策は継続しており、本プロジェクトとの合致度の高さに

変化はない。 
 

(2) 公共事業省の開発政策との合致 
公共事業省運輸次官室では、「社会経済開発 2012-2017」の運輸部門の政策を策定中であ

る。このなかには、他の交通手段31の輸送力強化も盛り込まれる予定であるが、国道の整

備を進める方針は継続する見込み。現行の道路戦略計画では、全国道路網の整備に加えて、

道路維持・建設の公共事業実施による雇用創出効果、短期的な貧困層の現金収入効果に注

目している。運輸次官によると、本プロジェクトは上記現政策の一部と認識されており、

その重要性は非常に高い。 
 

(3) ABC のニーズとの合致 
2007 年の豪雨では、法面災害や橋梁の流出事故が相次ぎ、道路の不通状態が頻発した。

このような状況を受けて、ボリビア国内では防災に対する意識が高まり、ABC では新た

に UPD を設立するなど事業の中核に「防災」を据える方針を打ち出してきた。さらに ABC
は 2009 年 12 月から地方への業務分散化を中軸とする組織改革を進めており、現在もその

途上にある。この改革では 3 つの地域事務所の権限と責任が増大し、技術的問題解決能力

の強化が求められている。本プロジェクトはこの組織改革の流れに沿って、地域事務所の

技術力強化を支援している。 
 

(4) 日本のボリビアに対する援助政策との合致 
日本の外務省の「対ボリビア国別援助計画」［2009（平成 21）年 4 月］において、ボリ

ビアに対する 2 本の支援の柱32のうちの 1 つ、「生産力向上」のなかで、「経済インフラ整

備」を支援することとしている。 
また JICA は運輸交通網分野を重視しており、本プロジェクトは、この分野におけるプ

ロジェクトのひとつに位置づけられている。 
 

                                                        
30 ①生産力向上、②人として尊厳のある生活の回復、③国際関係における尊厳の回復、④民主主義 
31 道路のほかに、水運、鉄道、航空など 
32 ①貧困削減のための社会開発支援、②持続的経済成長のための支援 
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(5) 他ドナーの協力との補完関係 
アンデス開発公社（CAF）や米州開発銀行（BID）などのドナーが、主に有償資金協力

で道路建設を支援するなかで、本プロジェクトは、ABC がそれらの道路建設事業を実施す

るのに必要な工事や設計の監督のための技術能力の強化を支援し、適切な補完関係を確保

している。この 2 ドナーの道路セクター担当者との面談でも、本プロジェクトの意義を高

く評価していた。 
 

４－１－２ 有効性  
(1) プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標「ABC の道路防災と橋梁維持管理能力が向上する」が具体的にめざす

ものは、予防防災の概念を ABC 内部に浸透させるとともに、その実践のための中核とな

る UPD の制度基盤を構築し、基本的な技術ツールを整備し、UPD メンバー個々人の技術

力を強化することにより、今後 ABC が道路防災及び橋梁維持管理の技術を組織全体に普

及するための素地を整えることである。 
評価時点では、UPD の制度基盤は構築されつつあり、技術ツールは整備され、研修、セ

ミナーなどを通じて、UPD メンバーと地方事務所の ABC 職員の技術能力は向上し、組織

レベルで予防防災の概念が浸透しつつある。このように、プロジェクト目標は、本来めざ

していた道筋に沿って達成の途上にあるといえる。他方で、5 つのアウトプットのうち 3
つ、8 つのプロジェクト目標の指標のうち 4 つ（後述）が未達成となる見込みであること

から、有効性が高いとは言い難い。そのほか、PDM の指標の設定に一部改善すべき課題を

残している。 
プロジェクト目標の達成度を制度、組織、個人の 3 レベルに分けて示すと以下のように

なる。 
 

1) 能力向上のための制度基盤の整備 
UPD の活動方針と活動計画はほぼ確立され、道路防災と橋梁維持管理の業務を UPD

が行うための制度的基盤は整いつつある。その結果、UPD の活動予算が確保されるとと

もに、ABC 他部門との技術的協働が可能になってきた（指標 1 関連）。 
 

2) 組織レベルの知的資産の整備 
道路防災情報データベースシステム、橋梁工事竣工図データマップ、各種マニュア

ル・ガイド類が完成し、UPD を中心に ABC が道路防災と橋梁維持管理業務を行うため

の、組織レベルでの知的資産が整備された（指標 2、3、4、5 関連）。 
 

3) 個人レベルの能力開発 
研修、セミナー、OJT、通常業務での技術支援、技術手帳の発行を通じて、UPD と 4

県の ABC 事務所職員の技術は向上しつつある（指標 7 関連）。 
 

(2) 未達成の課題 
主に外部条件（ABC の組織改革とその進捗の遅れなど）に起因する活動の停滞によっ 
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て、制度、組織、個人の各レベルでの能力開発をめざすアウトプット（アウトプット 2、3、   

5）33の達成が遅れ、その結果、以下に列記するように、プロジェクト目標の指標は一部（指

標 3、6、7、8）34が未達成になる見込みである。 
 

1) 能力向上のための制度基盤の整備 
道路防災、橋梁維持管理技術者研修での修了認定が未実施となるため、ABC 職員の技

術力を一定レベルに引き上げるためのモチベーション向上の仕組みづくりが未完結とな

る見込み（指標 6 関連）。 
 

2) 組織レベルの知的資産の整備 
道路防災情報データベースシステムの運用のための技術移転が未実施となるため、

UPD が斜面リスクの診断と災害情報の予測ができる技術レベルにまで到達できない見

込み（指標 3 の一部）。 
 

3) 個人レベルの能力開発 
4 つのパイロット工事での OJT（指標 8 関連）と、パイロット工事の結果を活用した

研修（指標 7 の一部）が未実施となるため、UPD と 4 県事務所の技術者が道路防災と橋

梁維持管理に関し、実際の工事での調査、設計・積算、入札、工事管理、竣工検査の各

ステップに必要な実践的能力の開発を完結できない見込み。 
 

(3) アウトプットと外部条件、プロジェクト目標の因果関係 
プロジェクト目標の 8 つの指標と 5 つのアウトプットの指標は、それぞれアウトプット

レベルの課題を 8 つと 5 つに再編成した同質のもの（言い換え）になっている。プロジェ

クト目標と 5 つのアウトプットとの間の因果関係に問題はないが、プロジェクト目標の指

標は、アウトプットの達成によりもたらされる個人や組織の行動変容や業績の変化（アウ

トカム）を示す指標を設定すべきであった。また、指標に目標値の設定も必要であった。 
 

(4) アウトプットレベルの外部条件の充足状況 
1) ABC の運営形態の変化 

以下に示す点で、「ABC の運営に大きな変動がない」という外部条件に負の影響があ

った。 
・ ABC は 2009 年 12 月から地方への業務分散化を軸とする組織改革を進めており、現

在もその途上にある。この改革では、それまでの 10 の県事務所を、3 つの地域事務

所とその傘下の 9 の県事務所に再編成し、これら地方の組織に中央組織から資源と

権限が移管されている。3 地域事務所のうち 1 つは現在も未設立であり、人事が確

定していない地域事務所もある。 
・ この組織改革を受けて地方の組織は業務と権限が増大した一方、業務遂行のための

                                                        
33 アウトプット 2：技術ツールの整備、アウトプット 3：研修・OJT 等による道防災技術の向上、アウトプット 5：研修・OJT

等による橋梁維持管理技術の向上。 
34 指標 3：斜面リスクと災害情報の収集・分析能力の開発、指標 6：研修修了者の認定、指標 7：UPD、ABC 地方支所の技術

者の能力開発、指標 8：実際の工事での技術管理能力の開発 
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技術力、マネジメント能力が不十分であることから、UPD が地方の組織への技術支

援のために繁忙になったほか、研修対象の地方事務所の組織と人事が確定するのを

待つ必要があり、活動全般に遅延が生じた。 
 

2) カウンターパートの勤続状況 
終了時評価調査時点で技術移転を受けた ABC の主な技術者35のうち 92％が在籍して

おり、外部条件の「訓練された技術者が勤務を続ける」は、ほぼ満たされている。 
 

表－35 カウンターパートの在籍状況 

カウンターパートの分類 本邦研修参加者数 
ABC に在籍している者の数 

（2011 年 10 月時点） 

UPD 5 4（80％） 

UPD 以外の本邦研修参加者 7 7（100％） 

計 12 11（92％） 
出所：プロジェクトチーム 

 
(5) プロジェクト目標達成を阻害・促進した要因 

プロジェクト目標達成の阻害要因は、主に以下 2 点の外部要因による活動の遅延、アウ

トプット達成の遅延であり、ほかに大きな阻害要因はない。 
・ ABC の組織改革による影響で活動が遅延したことにより、アウトプット 2、3、5 の達

成も遅れている。 
・ 2011 年 5 月の UPD 室長の退職も、アウトプット 3、5 の達成が遅延している原因のひ

とつである。 
 

４－１－３ 効率性 
投入の質は高いものの、予定どおりの投入が完了するにもかかわらず、活動は完了せず、ア

ウトプットの一部が達成されないことから、効率性は高いとはいえず、一部課題を残している。 
 
(1) アウトプットの達成度 

5 つのアウトプットはいずれも達成の途上にあるものの、アウトプット 1 と 4 以外は、

プロジェクト期間内には達成できない見込み。達成状況の詳細は「３－５ アウトプット

の達成状況」に示すように、以下のとおり。 
 

1) アウトプット 1 「UPD の活動方針が確立される」  
・ UPD 活動指針と事業計画が策定され、UPD が道路防災、橋梁維持管理に関する活動

を行うための基本的な方針と具体的な活動が明確に示された。 
 

                                                        
35 本プロジェクトのターゲットグループのうち、日本研修に派遣されたのは、中央での能力開発のコアとなる UPD メンバー、

プロジェクトの意思決定者であるトップマネジメントレベル、プロジェクト運営と技術面での管理責任者レベルである。こ

れらのグループは今後、プロジェクト効果の持続性を確保するうえでのキーパーソンとなると想定し、在籍状況の調査対象

とした。 
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2) アウトプット 2 「道路防災業務体制が整備される」 
・ 道路防災情報データベースシステムの整備により、ABC 本部で情報を集中管理でき

る体制が整いつつある。 
・ 各種マニュアル・ガイド類が完成し、ABC 内部での技術普及のための知的資産が整

った。 
・ 道路防災情報データベースシステムのうち、災害記録とリスク地点の 2 つのモジュ

ールについては、運用のための実習が未完了となり、リスク地点の選定と災害情報

の記録に必要な能力向上は十分に達成されない見込み。 
 

3) アウトプット 3 「道路防災に関する技術が向上する」 
・ 研修、セミナー、OJT、通常業務での技術支援、技術手帳の発行を通じて、UPD と

4 県の ABC 事務所職員の技術力は向上しつつある。例えば、以下の 2 点に現れてい

る。 
 UPD の道路防災に関する知識、技術が向上し、地域事務所や県事務所での研修で

講師を務めるまでになった。 
 地域事務所や県事務所での研修後のアンケート調査によれば、研修内容を理解し

ていると回答した受講者は全体で 83％と高い。 
・ 道路防災管理技術者資格制度の骨子が作成され、ABC 職員の技術力強化のためのモ

チベーション向上の仕組みの基礎ができた。 
・ 合計 4 つのパイロット工事の準備開始が遅れたため、OJT はプロジェクト期間内に

完了することはできない。 
・ 研修、セミナー、OJT について、パイロット工事完了後に行う必要のあるものが、

未実施となる見込み。 
 

4) アウトプット 4 「橋梁維持管理業務体制が整備される」 
・ 各種マニュアル・ガイド類が完成したため、ABC 内部での技術普及のための知的資

産が整った。 
・ 橋梁工事竣工図データマップが完成し、全国の約 800 の橋梁の維持管理を継続する

ための技術ツールが整った。 
 

5) アウトプット 5 「橋梁維持管理に対する技術が向上する」 
・ 研修、セミナー、OJT、通常業務での技術支援、技術手帳の発行を通じて、UPD と

4 県の ABC 事務所職員の技術は向上しつつある。例えば； 
 UPD の橋梁維持管理に関する知識、技術が向上し、地域事務所や県事務所での研

修で講師を務めるまでになった。 
 地域事務所や県事務所での研修後のアンケート調査によれば、研修内容を理解し

ていると回答した受講者は全体で約 90％と高い。 
・ 橋梁維持管理技術者資格制度の骨子が作成され、ABC 職員の技術力強化のためのモ

チベーション向上に向けた仕組みの基礎ができた。 
・ 研修修了認定はプロジェクト期間内には未達成の見込み 
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・ 研修、セミナー、OJT について、パイロット工事完了後に行う必要のあるものが未

実施 
 

(2) 各アウトプットが生み出したアウトカム 
1) 技術の活用状況 

以下のように、UPD または ABC が組織としてプロジェクトで移転された技術や能力

を活用している。 
 

a) UPD 
・ マニュアルで紹介された技術を活用し、道路災害発生時の緊急対策への対応を行

っている。 
・ マニュアルで紹介された技術を活用し、今後 120 の橋梁の補修工事を実施予定 
・ 地滑り観測機器を活用して斜面リスクをモニタリングしている。 
・ マニュアルで紹介された工法を採用し、2010 年に ABC が「道路保全 15 年計画36」

を策定した。 
・ プロジェクトで紹介された予防防災の概念に基づき、雨量システムを活用した災

害予防対策に関する活動計画「ABC 降雨計画 2011-201237」を UPD が策定した。 
・ プロジェクトで移転された技術を活用し、国庫予算による、国道 1 号線、4 号線

の道路保全工事、CAF の資金協力による、国道 7 号線の改良工事、JICA 無償資

金協力による 7 号線斜面防災工事、4 号線サンタクルス県での事前通行止めなど

の工事の計画、設計、施工監理、防災対策を実施している。 
 

b) 地方事務所 
・ スーパーバイザーは、マニュアル類を活用して防災情報収集と報告の業務を実施

している。 
・ マニュアル類を活用し、防災工事や復旧工事の技術管理を行っている。 
・ コチャバンバ県事務所で 3 件とタリハ県事務所で 5 件、斜面を研修で紹介された

技術に基づいて観察し、対策工事を行っている。 
・ これまでは目視で斜面の状態を観測して判断したが、斜面リスクシステムの導入

により、客観的な基準で判断するようになった。 
・ クリティカルポイントの状態について、自分で状況を判断し対策を考えることが

できるようになった。 
 

2) ABC の業績の変化 
以下のように、UPD または ABC がプロジェクトで移転された技術や知識を活用して

道路防災と橋梁維持管理で具体的な成果を上げつつある。 
・ ABC が組織として予防防災に取り組むようになっている。例えば、国道 7 号線＋

418km 付近、+438km 付近で実施中の迂回ルートへの路線変更工事は、これまでは

                                                        
36 原題：Programa de Conservación Vial 2011 
37 原題：Plan Lluvias ABC, Periodo 2011 – 2012 
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被災と復旧の繰り返しだったこの地点において対岸に道路を付け替える大工事で、

プロジェクトで取り入れられた予防防災の考えに基づいている。 
・ ABC が組織的に、道路防災システムを活用した予防活動と緊急時対応が可能になっ

た。例えば、雨量データを活用した、現場や WEB での警告や事前通行止めができ

るようになったほか、被災地の橋梁情報や斜面情報に基づく指示が可能になってい

る。 
 

(3) 投入・活動の計画と実績の差異 
1) 日本人専門家の投入 

日本人専門家は予定どおり投入され、2012 年 3 月ですべての投入を完了見込み。 
 

2) ボリビア人カウンターパートの投入 
2011 年 5 月に UPD 室長が退職し、ABC により補充の努力が続けられているが、終了

時評価調査時点では空席。2012 年 3 月まで欠員の状態が続いた場合、予定より約 10M/M 
分、投入が少なくなる見込み。 

 
3) 活動実績 

「３－４ 活動実績」に示したように、ABC の組織改革の影響と UPD 室長の退職を

主な原因として、アウトプット 2、3、4、5 達成のためのいくつかの活動に遅れが出てお

り、プロジェクト終了予定の 2012 年 3 月末までには完了しない活動がある。これが、ア

ウトプットの一部が未達成になる主な原因である。 
 

(4) 前提条件の充足 
プロジェクト開始前に UPD が設立され、常勤職員がプロジェクトの専任として配置され

たことで、PDM の前提条件である「ABC にプロジェクトを実施するための受け入れ態勢

が整う」は満たされていた。 
 

(5) 投入の量・質・タイミング 
1) 日本人専門家 

日本人専門家は、それぞれの担当分野の成果を達成するために必要な、道路防災と橋

梁維持管理の専門性、資質を満たしていた。この点は、UPD のカウンターパートも高く

評価しており、また、これまでの活動で求められた技術テーマに対応し、技術移転の成

果を上げてきていることから明らかである。 
他方で、日本人専門家の M/M は、その多くが技術ツールの作成に費やされ、研修な

どの能力開発のための活動を精緻に行うには不十分な量だった。また、研修、OJT など

を使って、能力開発をシステマティックに行う38ための専門性をもった日本人専門家が

配置されていなかった。例えば、地方での研修計画では、研修テーマとスケジュール、

対象者、日程などは作成されているが、これらはプロジェクトチームが行う活動（ター

ゲットグループ＝受講者によってはインプット）の目標値であり、受講者の理解レベル、

                                                        
38 例えば、受講者が理解すべき技術内容や理解度の目標を設定し、その達成度を試験などの客観的な方法で計測すること。 
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受講者の行動変容や組織の業績の変化など、ターゲットグル―プにもたらされるべきア

ウトカムの具体的な目標を設定し、それに基づいた研修結果の評価をしているわけでは

ない39。また、いずれのバージョンの PDM 指標もこれらの点に具体的に言及したものは

ない。少なくとも JICA の技術協力プロジェクトとして、ターゲットグループのアウト

カムを評価する枠組み40、それを実現するための投入が必要だった。 
 

2) カウンターパート 
日本人専門家の評価によると、UPD カウンターパート技術者は、プロジェクトのカウ

ンターパートとして技術移転を受けるために必要な、一定レベルの専門性と幅広い基礎

能力、技術者としての誇り、技術への愛着をもっている。UPD のカウンターパートは、

プロジェクト実施期間の 37 カ月間常勤であるが、プロジェクトの専任ではなく、UPD
の本来業務である ABC 全部門に対する道路防災・橋梁維持管理に関する技術的支援と

兼務でプロジェクトの活動を実施してきた。これにより、実務での実践と一体になった

能力開発ができたという点で、効率的であったといえる。 
プロジェクトダイレクターである ABC 総裁については、プロジェクトの実施に必要

な決断力と十分な権限をもち、プロジェクトの円滑な運営に貢献したと評価されている。 
 

3) 供与機材 
供与機材の投入時期、規模、質は適切で、機材による活動への支障はなかった。プロ

ジェクトの初期に、大部分の機材が投入されたため、活動計画に沿った機材の活用が可

能となった。 
 

4) 本邦研修 
研修期間や内容は適正で、参加者は学んだ技術や知識を実務に活用しているほか、本

邦研修で得た知識を ABC 組織全体へ広める努力をしている。研修参加者は以下の点で

本邦研修は有効だったと回答している。 
・ 日本の研究機関での講義を通じ予防防災の概念を深く理解できたこと。 
・ ボリビアではマニュアルや研修でしか触れられない防災工法やシステムを実際に見

学し、具体的なイメージをもって理解できたこと。 
 

日本人専門家によると、ABC のマネジメントレベルを対象にした本邦研修では、プロ

ジェクトの根幹となる技術理念である予防防災の重要性について、参加者の理解が深ま

ったことで、パイロット工事の予算獲得や人員の配置などにより高いコミットメントの

獲得に有効だったと回答している。 
 

5) ローカルコスト 
プロジェクトの活動に必要なローカルコストは、３－３－１、３－３－２で述べたと

                                                        
39 この点は、ボリビア側合同評価調査団メンバーや UPD カウンターパートからも指摘があった。 
40 『JICA 新事業評価ガイドライン（2010 年 6 月）』では、プロジェクト目標はアウトカムレベルの達成度を標榜する旨が明

示されている。 
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おり、日本側、ボリビア側とも遅滞なく支出された。特に、今後実施予定のパイロット

工事予算を全額確保するなど、ABC のコミットメントは特筆に値する。これは、プロジ

ェクトのマネジメントに関し、ABC 上層部と日本人専門家が直接対話できる関係を構築

した結果、プロジェクトの重要性についての認識を ABC 上層部が徐々に高めてきたこ

とによるところが大きい。 
 

6) プロジェクト事務所 
「３－３－２ ボリビア側投入」で述べたとおり、プロジェクト開始当初は日本人専

門家の執務室は ABC 本部ではなく、UPD とは別のラパス県事務所（現在の北部地域事

務所）内に置かれていたが、2010 年 5 月より ABC 本部内の UPD の隣室に移設された。

以後 UPD とコミュニケーションが密になり、活動の円滑化に貢献した。 
 

(6) アウトプットの達成を阻害した要因 
アウトプットの達成を阻害した主な外部要因は前項(3)で述べたように、ABC の組織改革

による活動の遅延と、UPD 室長の退職の 2 点であり、ほかの要因はない。 
 

(7) 投入・活動とアウトプットの因果関係 
これまで述べてきたように、人材、機材、ローカルコストは予定どおり投入完了の見込

み。その結果、アウトプットは達成の途上にあり、既に一定のアウトカムを生み出してい

る。他方で、2010 年 3 月ごろに開始した ABC の組織改革という外部要因により、アウト

プット 2、3、5 を達成するためのいくつかの活動に遅れが出ており、これらのアウトプッ

トの一部は未達成となる見込みである。言い換えると、投入は予定どおり完了するが、PDM
の活動は完了せず、アウトプットの一部は未達成となることから、効率性が高いとはいえ

ない。 
特に、活動の阻害要因が長期にわたっていることを考えると、投入量や投入のタイミン

グを状況に合わせて調節するといったマネジメント上の工夫は、残りのプロジェクト期間

においても検討の余地がある。 
 

４－１－４ インパクト 
(1) 上位目標へ向かうインパクト 

インパクトは非常に大きい。「３－７ 上位目標達成の見通し」のなかで述べたように、

現時点ではプロジェクトの直接のインパクトにより、上位目標の指標である、幹線道路の

道路閉鎖箇所数、期間が劇的に改善する時期ではないが、プロジェクトによるインパクト

の発現が既に確認されている。このことから、プロジェクトは当初意図していた上位目標

達成のためのロジックを外れることなく、投入・活動 アウトプット プロジェクト目標

（アウトカム） インパクトという順序で、効果を生みだしてきているといえる。 
 

(2) その他のインパクト 
以下 2 点が、予期していなかった正のインパクトである（「３－７ 上位目標達成の見

通し」の表－34 中の 6)と 7)参照）。 
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1) 国家気象水文サービス（SENAMHI）との連携（協定締結の準備中） 
プロジェクトの雨量観測ネットワークを使って得られた雨量データを SENAMHI に提

供することで、データの相互提供が可能になる見込み。SENAMHI はプロジェクトの 19
カ所の雨量観測拠点以外の雨量データを収集しており、プロジェクトではボリビアで唯

一の連続雨量データを収集していることから、双方の情報を統合することで、ABC の事

前通行止めや道路防災工事の設計、施工監理のより適切な実施が期待される。 
 

2) ABC コチャバンバ県事務所とサンシモン大学水理研究所との協定締結（2011 年 10 月） 
プロジェクトの活動を通じて、ABC コチャバンバ県事務所の技術者が予防防災の重要

性を深く認識した結果、より高いインパクトが期待できる方策を準備中である。例えば、

サンシモン大学の水理研究所と河川浸食、洗掘のメカニズムを共同研究することにより、

道路防災、橋梁維持管理に関する効果的な対策が実施可能となることが期待される。 
 

(3) 今後の課題 
上位目標の指標を定量的に把握できるデータ41が、ABC 内で十分に整理されていない。

これらは、事後評価のベースライン指標としても不可欠なため、専門家チームは、プロジ

ェクト終了時までにこの指標を整理する予定。 
 

４－１－５ 持続性 
(1) 組織・制度面 

ABC における、UPD の制度基盤と他部署との連携体制が構築されつつあり、組織・制

度面での持続性は高いといえる。既に ABC の活動指針と年間活動計画が策定され、活動

指針は ABC 総裁により承認されている。また、プロジェクトの活動を通じて UPD の存在

と役割についての ABC 内部での認知度が高まり、ABC の他部署からの技術支援の依頼が

増加傾向にある（「３－６ プロジェクト目標達成の見通し ３－６－１ プロジェクト

目標の指標 1」参照）ほか、連携が可能になりつつある。例えば、道路防災情報データベ

ースシステムの 4 つのモジュールのうち 3 つの開発は、ABC 技術部内の情報システム担当

部門との共同作業によるものである（「３－５ アウトプットの達成状況 ３－５－２ 

アウトプット 2」参照）。 
さらに、ABC の組織改革により、地方への業務分散化が進んでいるため、UPD は中央

で全国の道路防災情報を集中管理しつつ、地域事務所と県事務所を技術的に支援するとい

う UPD の役割の ABC における重要性が高まりつつある（「２－２ プロジェクト実施機

関」の囲み記事「ABC の組織改革」参照）。したがって、本プロジェクトを通じて UPD に

蓄積された知識、技術が今後の ABC の道路防災、橋梁維持管理業務に活用される見込み

は高い。 
今後は現在も続く組織改革の流れをみながら、必要に応じて ABC の権限を修正し、ABC

活動指針に反映していくことが求められる。 
 
 

                                                        
41 幹線道路の道路閉鎖箇所数、期間の変化を捕捉するデータ 
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(2) 人材面 
「４－１－２ 有効性」の項で示したように、上位目標達成に向けた活動の中核となる

べき UPD の人材は、室長の退職があったものの、他の 4 名のメンバーの異動はなく安定し

ており、人材面の持続性は比較的高い。プロジェクト終了後も技術移転を受けた 4 名の UPD
職員を中心に ABC の道路防災、橋梁維持管理業務が遂行されると考えられる。 

今後プロジェクトで着手した研修修了認定が実施されることで、組織内の人事異動にか

かわらず、適切な専門能力をもった人材を UPD に確保することがより容易になると期待さ

れる（「３－６ プロジェクト目標達成の見通し ３－６－６ プロジェクト目標の指標 6」
を参照）。 

他方で、ABC の人事は本来政治的影響を受けやすく、人材の雇用を保証する制度が実質

的に機能していない背景をもっている42ことは、今後 ABC が引き続き取り組むべき課題で

ある。特に、ABC の道路防災・橋梁維持管理業務における中核的な役割を期待されプロジ

ェクトで能力開発を受けてきた UPD メンバーの流失は、技術面でプロジェクト効果の持続

性に大きな負の影響を及ぼすものであり、そのような事態を防ぐべく ABC の努力が求め

られる。 
 

(3) 財務面 
財務面での持続性も確保されていると考えられる。ABC 内部での UPD の制度基盤が確

立されつつあり、UPD 固有の予算はプロジェクト開始以降、安定的に確保されてきている

（「３－６ プロジェクト目標の達成見通し ３－６－１ プロジェクト目標の指標 1」を

参照）。特に、パイロット工事の重要性を認識し、ABC 自ら予算を確保している点は特筆

に値する。 
プロジェクト開始後、ABC は災害復旧よりも、予防防災工事により多くの予算を配分す

る傾向が高まりつつある43ため、プロジェクトの効果を持続するための財務的持続性は高

いといえる。 
 

(4) 技術面 
以下のように、プロジェクトの効果を持続する状況が整いつつあるため、技術面の持続

性は高いといえる。 
UPD 職員には、プロジェクトを通じて、今後 ABC 全体に道路防災、橋梁維持管理の技

術を普及する中核的な人材となるための技術力が備わった。この点は、4 県での研修講師

として参加者に高い理解度を与えている点からも確認できた（「３－６プロジェクト目標

の達成見通し ３－６－７ プロジェクト目標の指標 7」を参照）。 
また、雨量観測ネットワーク、道路防災データベースシステム、橋梁工事竣工図データ

マップ、各種マニュアル・ガイド類などの技術ツールがプロジェクト終了までには完成す

る見込みであり、これにより、UPD を核にして ABC が道路防災と橋梁維持管理業務を行

                                                        
42 ABC はその前身の国家道路サービス（SNC）時代の 2000 年に制度改革戦略（PLAN ESTRATÉGICO DE REFORMA 

INSTITUCIONAL, PERI)）を進め、人材雇用の保証をめざした制度を策定したものの、政治的な人材雇用や解雇が引き続き

実在しており、その制度は実質的に機能していないことが、他ドナーへのインタビューで確認されている。 
43 終了時評価では予算配分のデータを確認することができなかったが、ABC 技術部長や各地方事務所代表者のインタビュー

では、この点が強調されていたほか、実際にサンタクルス県の国道 7 号線では、CAF の資金協力による大規模な迂回防災工

事の実施現場を確認できた。 
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うための、組織レベルでの知的資産と技術ツールが整うことになる（「３－６ プロジェ

クト目標の達成見通し ３－６－３ プロジェクト目標の指標 3」から「３－６－５ プ

ロジェクト目標の指標 5」を参照）。 
 

４－２ 効果発現に寄与した要因 

(1) 計画内容に関すること 
R/D で合意された事項の実現：UPD の常勤職員 5 名をプロジェクトのカウンターパートと

して配置することが、プロジェクト開始の要件として両国で合意されていたため、この事項

が実現されるのを待って、プロジェクトを開始した。これにより、プロジェクト開始当初か

ら日本人専門家とカウンターパートの協働体制が確保された（「３－２ プロジェクト実施プ

ロセス」を参照）。 
PDM の修正：プロジェクト開始以降、調査結果やカウンターパートのニーズに基づき、 

PDM を 3 回にわたり修正した。これにより、現状により即したアウトプットの設定と活動が

可能になった（同上）。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
JCC の活用：トップダウンの傾向が強い ABC の意思決定メカニズムに合わせ、日本人専

門家が、プロジェクトダイレクターである ABC 総裁との情報交換を緊密に図るとともに、

JCC を頻繁44に開催し、プロジェクト運営に関する情報を、すべての関係者間で十分に共有

できるように努めた。その結果、関係者間での意思疎通がスムーズになったほか、関係者相

互の信頼関係の構築が促進された（「３－２ プロジェクト実施プロセス」を参照）。 
 
４－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
PDM 指標のあいまいさ：3 回の改訂を経て作成された PDM4 では、プロジェクト目標の 8

つの指標と 5 つのアウトプットの指標は、それぞれアウトプットレベルの課題を 8 つと 5 つ

に再編成した同質のもの（言い換え）になっており、プロジェクト目標の内容がアウトプッ

トと実質的に同じになっているほか、達成目標の数値が示されていない。このため、プロジ

ェクト目標として達成すべきアウトカム（個人や組織の行動変容や業績の変化）が不明確に

なっている。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
1) ABC の組織改革 

2009 年 12 月ごろから ABC は地方拠点への業務分散化を軸とする組織改革に着手し、現

在もその途上にある。この改革により、プロジェクトの活動が遅延し、アウトプット 2、3、
5 のそれぞれ一部の達成が未完了になる見込みである。 

 
2) UPD 室長の退職 

2011 年 5 月に UPD 室長が退職し、以来、このポストの人員は補充されていない。特に、

                                                        
44 この終了時評価での JCC を含め、これまで 7 回実施。 
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アウトプット 145、3、5 の達成に向けて上層部との対話を図りながら制度設計を進めるう

えで、活動の進捗の減速要因となった。 
 

3) JICA 技術協力プロジェクトについてのボリビア側の理解 
プロジェクト開始当初、JICA の技術協力プロジェクトの実施方法や日本人専門家とカウ

ンターパートの役割について、ABC の理解が必ずしも十分ではなかった。彼らは、すべて

の活動は専門家チームが実施し、UPD メンバーは専門家チームの活動を監視する立場にあ

ると考えていたため、専門家からカウンターパートへの技術移転ができない状況であった46。

JCC でこの問題が取り上げられ、日本側メンバーが ABC 上層部と UPD メンバーに対し説

明を行うとともに、JICA ボリビア事務所の担当者も、事例を交えて JICA 技術協力プロジ

ェクトの理念を説明した。その結果、ABC 上層部と UPD の理解を得ることができ、問題

は解決された。 
 
４－４ 結 論 

本プロジェクトは、ボリビアにおける「道路防災」の概念の定着に寄与した。ボリビアは道路

災害の発生数が多く、道路整備の予算が限られる一方で、運輸交通手段として道路への依存度が

高いことから、道路防災のニーズが高いため、本プロジェクトの高い妥当性、意義が、ボリビア

側関係者内で認められつつある。これは、プロジェクト開始後の道路防災予算の増加と緊急対策

経費の減少という ABC の予算配分の傾向からも明らかである。 
また、プロジェクト実施中はパイロット工事の予算（約 200 万 US ドル）を確保する等の ABC

の高いコミットメントにより、道路防災、橋梁維持管理に必要な能力向上に向けた活動が積極的

に展開された。ABC の組織改革などの外部条件に起因する活動の遅れがみられるものの、投入の

進捗は当初計画どおりであり、効率性に課題が残ることは否めないが、既述のとおり ABC 内部

に道路防災の概念が深く定着し、今後この概念に基づいて事業を実施していく基盤が構築されつ

つあることから、プロジェクト目標は達成の途上にあるといえる。 
さらに、ABC は複数の道路防災対策工事や活動、他機関との連携に着手し始めており、インパ

クトは既に発現しているといえる。今後、プロジェクトのアウトプットを基に ABC の自助努力

が継続し、将来的に上位目標が達成される見込みは高い。 
なお、プロジェクト終了までに完了しない見込みの高い活動のうち追加の投入により当初想定

していたアウトプットの達成が期待できる活動については、プロジェクト期間を延長し対応する

のが望ましい。 
 

                                                        
45 アウトプット 1 は達成見込みだが、活動に遅れが出た。 
46 ボリビアの政府機関では、ドナーの資金協力により雇用されたコンサルタントが職員の下で技術スタッフとして働くケース

が多いため、本プロジェクトの専門家はこれと同じケースと誤解されていた。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提 言 

(1) プロジェクトに対する提言 
① プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の上位目標の指標「幹線道路の道路閉

鎖箇所数、期間が減じられる」に関し、プロジェクト終了 3～5 年後をめどに実施される

事後評価において、達成状況の把握を可能にするため、事後評価のベースラインとなる

データの収集を早期に開始すること。 
② PDM のプロジェクト目標の指標が、5 つのアウトプットとその指標の言い換えになって

いる。プロジェクト終了時におけるプロジェクト目標の達成度を適切に測るため、また

事後評価時にプロジェクト目標の持続状況を把握するため、プロジェクト目標の指標を

本プロジェクトがめざすキャパシティ・ディベロップメント（CD）の達成状況をより正

確に把握できる指標（アウトカムを示す指標）に修正すること。 
③ 終了時評価において、全国 19 カ所に設置された自記雨量計の一部の維持管理が不十分で

あることが分かった47。適切かつ確実な運用に向け、プロジェクト終了までの期間で各

自記雨量計の管理責任者を決定し、管理体制を構築すること。 
④ プロジェクトで作成した道路防災、橋梁維持管理のマニュアル、ガイド（全 12 編）の地

方事務所への配布がまだ十分に行われていない。可能な限り早期にマニュアル、ガイド

の内容を確定48し、地方事務所への配布を進めることを提言する。その際、地方事務所

で実施した研修で参加者の理解度が低かった内容については、より理解度を高めるため

の工夫、及び地方事務所の業務への活用を促進するための工夫を施すことを併せて提言

する。さらに、今後プロジェクト終了までの期間に製本予定の道路防災技術手帳、橋梁

維持管理技術手帳についても同様の工夫を施すこと。 
 

(2) ABC に対する提言 
① ABC の組織改革の動きが継続していることから、組織体制が確定した時点で必要に応じ、

UPD の活動指針及び事業計画案の改定を行うこと。 
② ABC は、本プロジェクトで整備された防災情報データベースシステムやマニュアル、ガ

イド類などを活用し、地域事務所や県事務所に対する技術普及、能力強化のための取り

組みを可能な限り早期に開始すること。 
③ 「(1) プロジェクトに対する提言」で言及した自記雨量計について、ABC はプロジェク

ト終了までの期間で構築される管理体制に基づき、プロジェクト終了後の維持管理を徹

底すること。併せて、プロジェクトで投入した他の資機材についても確実に維持管理し、

ABC の道路防災及び橋梁維持管理業務に有効活用すること。 
 

(3) JICA に対する提言 
プロジェクト終了までに完了しない見込みの高い活動のうち、追加の投入により当初想定

                                                        
47 終了時評価調査団が視察したコチャバンバ県 Lima Tambo 地点の自記雨量計は、適切な運用に必要な定期的な清掃が行われ

ておらず、データの記録が成されていない状態であった。 
48 UPD カウンターパートによれば、マニュアルを UPD 内部でレビューしているためであるとのこと。 
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していたアウトプットの達成が期待できる活動（PDM の活動 2-1「防災情報の更新とシステ

ム運営を行う」、活動 2-2「雨量情報の収集、地滑り観測機器の設置/運営を行う」、活動 3-2
「室内研修を実施する」、活動 3-3「UPD が担当する工事において OJT を実施する」、活動 5-2
「室内研修を実施する」、活動 5-3「UPD が担当する工事において OJT を実施する」）につい

ては、プロジェクト期間の延長による対応を検討すること。 
 
５－２ 教 訓 

① プロジェクト開始約 1 年後に正式決定された ABC 組織改革は、地方への業務分散化とい

う、業務管理のうえでの合理性に則ったものであり、ABC の事業実施体制の強化に必要な

ポジティブな動きである。一方で、組織改革の進捗が本プロジェクトの活動の進捗に負の

影響を及ぼしたことも事実であり、これに対し JCC でより適切なマネジメント上の対応を

取る余地がなかったとはいえない。カウンターパート（C/P）機関の組織改革といったプ

ロジェクトの実施、進捗に重大な影響を及ぼす可能性のある外部要因については、JCC に

おいて関係者でその状況を随時把握し、それに基づき事業の実施体制や活動計画を見直し、

必要に応じて柔軟に修正する必要がある。 
② プロジェクト開始後約 1 年間は技術協力プロジェクトの制度やカウンターパートと日本人

専門家の役割についての UPD の理解が十分ではなかったため、UPD と専門家との間で認

識の齟齬が生じたことがあった。JICA の技術協力プロジェクトは他ドナーの協力と比較し

ても独特のスキームであるため、事業開始時、またそのあとも必要に応じプロジェクト及

び JICA からホスト国実施機関に対してスキームの説明を行い、認識の共有、カウンター

パートのコミットメントの取り付けを図る必要がある。 
③ 本プロジェクトでは、上記②に既述の経緯もあったことから、事業開始 2 年目からはカウ

ンターパート機関と専門家との間で頻繁に情報交換や JCCを実施したことが両者の良好な

関係構築、密なコミュニケーションに寄与した。カウンターパート機関をはじめとするホ

スト国関係機関との良好なコミュニケーション確保、積極的なコミットメント取り付けの

ためには、定期的な（四半期に 1 回程度）JCC の開催、日常的な協議の実施は有効な手段

のひとつであるといえる。 
④ 本プロジェクトは案件名称にもあるとおりカウンターパート（C/P）機関のキャパシティ・

ディベロップメントをめざして実施されている。しかしカウンターパートの能力向上の目

標値が明確でなく、また終了時評価でカウンターパートから指摘があったとおり、専門家

の現地業務従事期間の多くが研修の教材作成や準備に充てられ、能力向上に向けた活動が

十分でなかったことも事実である。このようなプロジェクトにおいては、まず関係者間で

キャパシティ・ディベロップメント（CD）の概念（具体的に何をめざすのか）についての

認識を共有したうえで、人材育成プロジェクトとしての枠組みを検討し、その実施に必要

な投入49を精査することが重要である。 
 
  

                                                        
49 例えば技術的な専門性を有する専門家だけでなく、人材育成の知見・経験の豊富な人材の配置 
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第６章 団長所感 
 

(1) 今次終了時評価調査の結果、ABC の組織改革など、外部要因が理由で活動の進捗に遅れが

みられ、当初の実施期間中にすべての成果、プロジェクト目標を達成することは困難であ

ることが明らかになった。一方で、事業開始前には道路災害が発生したあとに初めて対応

する緊急対策しか行われていなかったボリビアにおいて、本プロジェクトを通じて防災の

概念が定着したことも確認された。本プロジェクトにより端緒についた道路防災及び橋梁

維持管理が今後、ボリビアの自助努力により発展し、地方展開を遂げることを期待したい。

JICA としてもボリビア側のニーズを確認しつつ、道路・防災セクターへの協力を引き続き

検討していく所存である。 
 

(2) 事業開始から約 2 年半が経過し、プロジェクト側でさまざまな活動を実施し、多くの成果

を既に得ているにもかかわらず、これまで成果についての共通認識が関係者間で十分に形

成されていなかった。今回の終了時評価調査のひとつの成果として、これまでの活動・成

果をまとめ、共通認識を形成できた点が挙げられる。 
 

(3) これにより、プロジェクトの評価については、実施期間終了時には一部の活動が未完了と

なる見込みが高いことを理由に評価の低い「効率性」を除き、おおむね高い、とすること

に先方（主に UPD）からの異論は出されなかったものの、合同評価報告書の内容について

の協議を通じて、一部の活動については先方から提言が示された。合同評価報告書に関す

る指摘事項は以下の 2 点。 
① 道路防災、橋梁維持管理のマニュアル、ガイドについて、地方事務所での業務への

活用に向けて、より使い勝手の良いものとするよう、「提言」として具体的に記述す

ること。 
② 専門家の業務が教材作成等の準備に充てられ、カウンターパート（C/P）の能力向上

に対し十分に充てられていないという教訓の記載について、今後の教訓ではなく、

プロジェクトに対する提言として記載すること 
 

(4) プロジェクト実施期間内での完了が困難な見込みが高い道路防災・橋梁維持管理パイロッ

トプロジェクトでの OJT については、本プロジェクトの集大成として技術を高めるために

不可欠であることから、終了時評価調査団から、同 OJT 完了までの延長を提言した。延長

に際しては単純に期間を延長するのではなく、上記の先方からの提言・要求事項を満たす

べく活動計画の見直しを行うことが不可欠である。よって、調査団からは UPD とプロジェ

クト専門家との間で充分に協議のうえ、実施期間延長に伴い、PDM 及び PO を改定するよ

う提言した。今後、JICA ボリビア事務所にも PDM･PO の改訂等への支援をお願いしたい。 



 
 
 
 
 
 

付 属 資 料 

１．終了時評価調査日程 
 
２．PDM4（評価用 PDM）（和文） 
 
３．ミニッツ 
 
４．合同評価報告書（西文） 
 
５．プロジェクト供与機材関連写真 

 



































































































































































































































コピー機（スキャナー機能有） 図面プロッター デスクトップ

鉄筋探知機 自記雨量計

傾斜計 口内傾斜計 コンペネトロ－メタ

日産４駆動ワゴン車

非破壊試験機シュミット
ハンマー

プロジェクト供与機材関連写真
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